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はじめに

　近年の分権改革論議において焦点となっている

のが，「公共性概念の再構築」（白石・新川編

2008：3）に基づく「ガバメント（govemment）

からガバナンス（gOVemanCe）へ」の移行である。

それは，従来，「公」とみなされてきた中央政府

や地方白治体が担ってきた行政役割に対し，市民

や民間の諸事業体が積極的に参加して意見を反映

させていくことによって，ともに「公共」の領域

を担い発展させていくというものである。例え

ば，総務省による研究会の報告書『分権型社会に

おける白治体経営の刷新戦略一新しい公共空間の

形成を目指して』（2005年3月）では，分権型社

会に向けて「行政内部の変革」と「行政と住民と

の関係の変革」が必要であるとし，地方自治体の

行政組織運営の改革と「新しい公共生問」の担い

手の多元化が提起されている。つまり，「限られ
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た経営資源を住民二一ズに応じて効率的に配分し

ていく」ために．効率的な組織運営と人事管理，

トップマネージメント，行政評価の活用などとと

もに，「『公共』を担う可能性のある様々な主体」

の特性を活かし，「地域協働，契約を介した外部

委託などの手法を活用」していくことが重要視さ

れる。そして，「戦略的な地域経営」の本部とし

ての地方自治体とその住民との協働によるローカ

ル・ガバナンスの実現が，めざされるのである

（分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新

に関する研究会2005：5－6）。

　このようなガバナンス論の隆盛は，言うまでも

なく英国の政策に基づいている。NPM（New　Pub1ic

Management）による白治体経営の手法や行政評

価，民間委託や工一シェンシー化などは，！980年

代の保守党サッチャー政権において導入されたも

のだが，ユ997年以降の労働党ブレア政権では，こ

うした手法は基本的には踏襲しつつも，その民営

化＝市場化（営利化）がもたらした弊害を克服す

べく，地方自治体やコミュニティ，非営利セクタ

ーの役割を見直し，そこでの協働関係＝パートナ

ーシップの構築を通してガバナンス運営を行って

いくことが，最重要課題として位置づけられてい

る。したがって，上述した分権型社会とは，一方

で，行財政改革の一環として資源の節約のために

行政をスリム化し，公共サービスを民間部門に委

ねて効率化していくという消極的側面と，他方

で，市民レベルでの多様な主体が参加して，個々

の意見を相互に調整しながら政策に反映させてい

くという積極的側面との双方が，いわば混在した

ものとして捉えられよう。もっとも，英国の政策

がそのまま日本に適用されるわけではなく，それ

がいかに受容されどのように変容されて日本の政

策に組み込まれているのか，という点を吟味する

必要はある。しかしそのような英国の政策を日本

に導入するにあたって，こうした政策が当の英国

でいかに実施され，それが地域レベルでどのよう

に受け止められ評価されているのか，という点に

ついての実証を踏まえておくことは，その課題と

方法についての検討材料を与えるという意味でも

不可欠なものとなる。

　以上を踏まえ，本稿では，労働党ブレア政権

が，「政府の失敗」と「市場の失敗」を乗り越え

る「第三の道The　Third　Way」（A．Giddens）とし

て掲げた諸施策のなかで，とりわけコミュニテ

ィ・レベルでのガバナンスを強調する「地域戦略

パートナーシップLoca1Strategic　Partnership：

LSP」に着目し，その政策的背景を踏まえた上

で，その実情および検討課題について，ロンド

ン・インナーエリアに位置するタワー・ハムレッ

ッ区を事例に考察していく。タワー・ハムレッツ

区は，ロンドンのなかの最貧困地域の一つであ

り，地域戦略パートナーシップの構築が当初から

課題とされた地域である。ここはまた，ロンドン

のイースト・エンドといわれ，何世紀にもわたっ

て港湾労働者や移民が流出入し，河川や大気汚

染，騒音などの公害とともに貧困，疾病．犯罪の

蔓延など劣悪な生活環境下にあった地域である

が，それゆえにこうした諸問題に革新的に取り組

む社会運動の発祥地ともなったところである。そ

してそれは後の福祉国家建設の原動力となり，民

間活動の層の厚さとともに労働党政府にとっても

縁の深い土地柄となっている。こうしたイース

ト・エンドの中心であるクワ」・ハムレッツ区に

おいて，労働党政府による地域戦略パートナーシ

ップが，「大きな政府」と「小さな政府」の狭間

にあって，行財政の効率化と公共サービスの向上

という相対する両者のせめぎ合いのなかで，行政

機関と民間組織を包含する地域の多様なアクター

を巻き込みながら，効果的なガバナンスに向けて

いかに取り組んできているのか，あるいはまたど

のような課題に直面しているのか，ということを

以下で検討していきたい。なお，「地域」という

範域は，コミュニティ，ローカル，リージョンな

ど様々なレベルを含んでいるが，とくにエリアや

表現を限定する必要がある場合はそれに応じてコ

ミュニティなどと表記し，それ以外は地域と一括

して言己すこととする。
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1　地域戦略パートナーシップ（Loca1

Strategic　Pa市ership：LSP）の政策的

背景

川　1960年代末からの地域再生政策におけるパー

　トナーシップの位置づけ

　現在，各地方白治体のもとで推進されている

「地域戦略パートナーシップLoca1S廿ategic

partnership：LSp」は，もともと1960年代末から

1970年代にかけて始まった「地域再生regeneration」

政策に端を発している（ユ〕。当時の労働党政権

（1964－70年），保守党政権（1970－74年）を通

じて地域再生政策が課題となった背景には，とり

わけ都市部において，①失業率の増加，②貧困の

拡大，③移民の増加に伴う人種問題，④人口流出

と環境悪化に基づくインナー・シナイ問題，が深

刻化していたことがあげられる（2）。地域再生政

策の発端となったのは，こうした問題への対応策

として労働党政権下の！969年に導入さ札た「アー

バン’プログラムUrban　Programme」であった

が，「パートナーシップpartnership」の構築が提

起されたのは，その後の保守党政権を経て再び労

働党政権となったユ977年の報告書“Po1icy　for　the

Inner　Cities” iDoE1977）においてである。そし

て翌年の「都市インナーエリア法」（The　Imer

UrbanAreasAct）において，アーバン・プログラ

ムの補助金交付に際し，その受け入れ先としてパ

ートナーシップが位置づけられ，イングランド内

の最優先地域として指定された7つの地域がその

対象とされた。そこでのパートナーシップは，中

央政府，地方白治体，保健医療当局（Nati㎝a1

Health　Se岬ice：NHS），警察，ボランティア団体

で構成されたが，主要には，中央政府と地方白治

体との政府間関係を示すものであった。

　ユ979年からの保守党サッチャー政権でもかかる

ア］バン・プログラムは継承された。しかし，そ

の方針はハード面重視の「開発主導型deve1opment

－led」へとシフトして，中央政府の統制強化とと

もに民間企業の経営手法を導入し市場化を積極的

に推進する方向へと転換した。したがって，この

時期のパートナーシップは，主要には中央政府と

民間営利企業との関係と化して捉えられる。80年

代のこのような不動産開発を中心とした経済活性

化策は，都市景観・環境の改善や就労の場を提供

することに貢献はしたものの，衰退地域の生活環

境の整備や持続的な雇用の創出に寄与するもので

はなく，結果として地域間格差や所得間格差を顕

在化させることとなった。そのため，90年代のメ

ージャー政権では，地域レベルでパートナーシッ

プを構築していくことをめざし，1991年に「シテー

イ・チャレンジCity　Challenge」を導入している。

これは，57の衰退地域に対し，「競争的入札

。ompetitivebidding」に基づく補助金の交付を行

うにあたって，各地方白治体が地域の他の公的機

関や民間企業，ボランティア団体などとパートナ

ーシップを構築した上で申請しなければならない

とするものであり，この手法は，その後の地域再

生政策における包括的助成の先駆ともなった。続

くユ994年に施行された「地域再生単一予算Single

Regeneration　Budget：SRB」では，5省庁の20事

業にまたがる地域再生関連予算を当時の環境省

（Department　ofthe　Environment：DoE）に一元化

するとともに，イングランドの9つの各地域

（region）レベルに設置された中央政府地方事務

所（GovemmentO冊。esfortheRegions－1GORs）

に予算配分を行うこととなり，その下でのローカ

ル・パートナーシップを通じたプログラムの策定

や選定などによって，地域の裁量権はある程度拡

大した。

　1997年に発足した労働党のブレア政権以降も，

（1）英国における地域再生政策の変遷については，

　Russe11（2001），㈱自治体国際化協会（2004），金川

　　（2008）が参考となる。

（2）　こうした衰退地域の再生における総合的施策の手法

は，「エリアベースド・イニシアティブAre且Based

Initiative：ABI」といわれ，とりわけ1990年代以降の

パートナーシップ組織の急増に影響を与えた（今井

2005）。
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このような地域再生とパートナーシップ政策は発

展的に継承されていく。同年12月に提出された政

府白書‘．BuildingPa宜nershipsわrProsPe巾”（DETR

1997）において新たに地域開発公社（Regiona1

Deve1opment　Agency1R」⊃A）を創設することが掲

げられ，翌年の法律（Regiom1Deve1opment　Agency

Act）に基づいてGORの地域割にそれぞれ設置さ

れることとなった。RJ）Aには，従来の地域再生関

連事業が移管されるとともに，S㎜以降もなお各

省庁に分散していた関連予算が再統合され，2002

年度からは「単一プログラムSing1e　Programme／

Singlepot」として再スタートしている。

　しかしブレア政権では，これまでの保守党政権

における市場優先モデルの見直しとともに，サッ

チャー政権で周縁化されていた地方自治体の役割

を刷新し，地域住民（1oCa1Community）の生活の

質を向上させるためにリーダーシップを発揮して

いくことが重視されている。これは，1998年7月

の自書“ModemLocalGovemment：InTouchwith

thePeople” iDETRユ998）において「ベスト・バ

リューBest　Va1ue」として提起され，翌年の「地

方自治法」（Local　GovemmentAct1999）によっ

て，地方自治体は公共サービスの意思決定におい

て住民参加や他のパートナーとの協議を通してそ

の義務を遂行することが明記されている。また，

ユ998年の緑書“New　Ambitions允r　OuエCountry：

A　New　Contract　foT　We1fare” iSecretary　of　State　fbr

Social　Securi収1998）では「社会的排除」の克服

を最優先課題とし（3〕，とりわけ貧困・荒廃地域

に対する雇用や教育，福祉への重点的投資ととも

に，その担い手として地方自治体とともにボラン

タリー・コミュニティセクター（Vo1untary　and

Co㎜unity　Slltor：VCS）の活動を積極的に位置

づけることによって，より小規模なコミュニテ

ィ・レベルでの質的な地域再生をはかっていくこ

とが提起されている（4〕。これは，同年，社会的

排除ユニット（Social　Exclusion　Unit：SEU）によ

って提出された報告書“BringingBritainTogether：

A　National　S枕ategy允r　Neighbourhood　Renewa1

（SEU1998）においても，地域間格差の是正と

ともに近隣住区レベルのコミュニティを対象とす

る施策の必要性が提起され，翌年には「コミュニ

ティのためのニューディールNew　Deals　允r

Commmities1NDC」として導入されている。こ

れは，SR■1を継承しつつもそれをよりコミュニテ

ィ・レベルのソフト面に焦点化して投資していく

というものであり，地域の安全，雇用，教育，健

康・福祉，住宅・環境を重点課題としてローカ

ル・パートナーシップの構築を促進し，NDCの

資金をそこに配分していくというものである。

（2）ガイドラインとしてのコンパクト（Compact）

　ニューレーバー（NewLabour）と称されるブ

レア政権の主眼は，以上のような，コミュニティ

の質の向上をめざして地方白治体とVCSに代表さ

軋る地域のパートナーが協働していくことであ

り，それは，1998年u月に締結された「コンパク

トCompact　on　Re正ations　be1ween　Govemment　and

the　Volunta工y㎜d　Community　Sector　in　England」

（ナショナル・コンパクト）にも如実に示されて

（3）緑書の内容については，拙稿（中西，2008）で触れ

　ている。

（4）ユ997年に内閣府（CabinetO冊。e）に設置されたSocial

　Exc1usion　Unit（SEU）は，18のPo1icy　Aotion　Teams

　　（PAT）を創設し，異なる省庁からの代表，外部関係

　者，衰退地域の代表などがパートナーシップを組んで

　課題に取り組むこととなった。こうしたチームが提言

　　したことの多くが，その後の政策にも採用されている

　　（小山2008）。なお，18のチームのテ］マは，①Jobs，

　②Ski11・，③Ente叩・i…　nd　So・i・l　E・c1・sio・，④

Neighbourhood　Mamgement，⑤Housing　M㎜agement，

⑥Neigbbourbood　Warde皿s，⑦U皿poPular　Hou昌i皿g，⑧

Anti－Soci・1B・h・viou・，⑨Commmity　S・1冊elp，⑩A血s

and　Spo廿，⑪Schoo1s　P1us，⑫You㎎peoPle，⑬ShoPs，

⑭Fimncia1Sewioes，⑮In拒。㎜ation　Teohnology，⑯

Leaming　Lessons，⑰Joining　It　Up　Looa11y，⑱Better

Inわ㎜ation，である。本稿で取り上げるLSPは，PAT

！7のJoining　It　Up　Looallyによって提言されたもので

ある。
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いる同。周知のように，コンパクトは，政府と

VCSの両者が対等なパートナーシップを築くこと

を通じて公共サービスのベスト・バリューを追求

していくための基本原則を，両者の役割とともに

明示した協定書である。両者の合意を前提とする

コンパクトは，したがって，政府主導というより

もVCS側からの積極的な働きかけによって実現し

た部分も大きい。この点は，すでにユ994年にボラ

ンタリー組織全国協議会（Nationa1Counci1of

VoIuntary　Organisations：NCVO）に設置された「ボ

ランタリーセクターの将来委員会theCo㎜ission

on　the　Future　of　the　Vo1unta収　Sector：CFVS」

（Nicholas　Deakinを長とするディーキン委員会）

が，1996年に最終報告書として提出した“Mceting

the　cha1－enge　of　change：Voluntary　action　into　the

2王st　cen誠ry” ithe　Deakin　report）（NCV01996）

において，独立した存在としてのVCSの果たす固

有の役割を前提とした政府との対等な関係の構築

が提起されていたことからも明らかであり，これ

がその後の労働党政権の発足によって一挙に現実

化したのである。政権発足前の1997年2月には，

労働党の文書“Building　the　Fu血re　Together”

（Labour　Pa町！997）のなかで，「契約文化Contract

Culture」から「パートナーシップ文化Partnership

Cu1もre」への転換が示されるとともに，コンパク

トの締結が約束された。そして政権発足後の1997

年7月からは，NCVO内に設置されたワーキン

グ・グループ（Working　Group　on　Govemment

Relati㎝s＝WGGR）によって，コンパクトの草案

作成が行われていった。

　コンパクトそれ自体は，法的拘束力を持たない

「覚書memorandum」であり，パートナーシップ

のフレームワークを定めたものに過ぎないが，政

府とVCSとの文字通りパートナ」シップのなかで

作成されたこうしたコンパクトを，いかに協働し

て実行に移していくかが次なるステップとして存

在する。そのため，実施段階では，政府サイドで

は内務省（Home　O舖。e）内に設置されたActive

Community　Unit（ACU）が，VCSサイドではNCVO

内に設置されたC㎝ユpact　Working　Group（CWG）

が，それぞれの立場で推進を図っていくという体

制とともに，「適正実施基準Compact　Code　of

Good　practice」が，①資金と調達（Funding　and

p．ocu．ement），②協議と政策評価（Consultation

and　Po1icy　ApPraisal），③ボランティア活動

（Vol㎜tee㎡ng），④黒人およびエスニック・マイ

ノリティのボランタリー・コミュニティ組織

（B1ack　and　Minority　Et㎞ic　Vo1untary　and

Commm吋Organisations），⑤コミュニティ・グ

ループ（Community　Groups）の5つの分野にお

いて示されている（Home　OfHce／CWG2000）。

　2000年には，中央政府と地方自治協会（Local

Govemment　AssOciation1LGA）．NCVOの協議に

よって「ローカル・コンパクト・ガイドライン

L㏄a1Compact　GuideIines」（WGGRS／LGA2000）

が提出された。ここでは，地方白治体をはじめと

する地域の公的機関と地域で活動するVCSとの問

でパートナーシップを確立していくことが提起さ

れており，コミュニティ利益の向上や組織目的の

再認識，外部資金の有効活用，ベスト・バリュー

の達成など地方白治体にとっての意義と，その対

等なパートナーとしてのVCSの能力形成（capac吋

bui1ding）への支援を通じて地域に貢献していく

ことの重要性が示される。またそのためには，相

互の情報交換や連携，利害の調整，能力形成や運

営技術が不可欠であるとしている。その後，VCS

（5）コンパクトについては，（財自治体国際化協会

　　（2008）が，その内容と構成について詳しく解説して

　いる。また，コンパクトの重要な点として，①ボラン

　タリーセクターが市民社会において独立性を保ち，共

　通の目標のもとに政府とパートナーシップを組むこと

　によって，政策や公共サービスの充実が可能になるこ

　と，②政府の役割として，ボランタリーセクターの進

展のためにインフラストラクチャー（社会的基盤）を

整備すること，③ボランタリーセクターの責任とし

て，透明性の高い運営をしなければならないこと，が

うたわれている点をあげている。柳沢（2008）もまた，

後述のディーキン委員会報告，クロスカッティング・

レビューとともに，詳しく検討している。
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への配分資金の多くがGORやR」）Aの予算から支

出されることから，そうした広域レベルでのコン

パクトの必要性が問われ，「リージョナル・コン

パクトRegional　Compact」も策定されてきている。

　しかしこうしたコンパクトに対して，その締結

が中央政府から地方白治体への予算配分や業績評

価に影響するのではないかという懸念や（Osbome

and　McLaugh1in2002，Wi1son　and　Game2006），名

目上は対等なパートナーシップでも実質的にはコ

ンパクトを介した地方自治体によるVCSのコント

ロールではないかといった批判もなされてき

たく6〕。そしてこうした課題に対処する新たな

スキームとして，2005年3月に“Strengthening

Partnerships：Next　Steps允r　Compact”が内務省か

ら提起され（ACU2005），「コンパクト・プラス

Compact　P1us」が導入されることとなった。コン

パクト・プラスでは．基準が明確かつ簡潔となる

とともに，政府・自治体とVCSとの委託契約にお

いて，複数年契約や事前支払い，「フルコスト・

リカバリーFunCostRecovery：FCR」（7〕などの原

則を遵守することが規定されている。コンパク

ト・プラスヘの移行は任意であるが．移行した場

合は「カイトマークKitemaエk」（認証）の付与や，

契約不履行などの裁定権を持った「コンパクト・

チャンピオンCompact　Champi㎝s」（中立機関）

の設置が行われることとなる。

13〕地域戦略パートナーシップ（LSP）の導入

　2000年に改正された「地方自治法」（L㏄a1

Govemment　Act2000）において，全ての地方白治

体に「コミュニティ戦略・計画Commmity　Strategy

／Community　P1an」㈹の策定を義務づけるととも

に，その推進主体として地域戦略パートナーシッ

プ（LSP）を構築することが提起された。そして，翌

年の「近隣地域再生に関する新たな確約1全国戦

略行動計画A　New　Commi㎞ent　to　Neighbourhood

Renewal：National　Strategy　Action　P1an」（SEU

2000）では，新たな地域再生戦略が具体化され

た。ここでは，従来の政策が，犯罪や失業，教育

の貧困や健康問題などに十分に対処しきれず，と

りわけユ980～90年代にかけて近隣地域の衰退を招

いてきたことが明記された上で，全ての最貧地域

（the　poorest　neighbourhoods）において失業や犯

罪の削減，健康やスキルの向上，住環境の改善を

めざすとともに，そのような複合的要因に基づく

荒廃地域（the　most　deprived　neighbourhoods）と

他の地域との格差を縮小することが，目標として

掲げられている。そのために，雇用（Emp1oyment

（6）　金川（2008）は，ローカル・コンパクトの推進主体

　　である内務省（2006年以降は内閣府）やCWGによっ

　　て定期的に行われている調査に関して，クレイグによ

　　る1999年および2001年の調査の分析を取り上げ，ロー

　　カル・コンパクトを推進している地域はもともと両セ

　　クタ」間の対話が存在し信頼関係が築かれている場合

　　が多いことや，資源が限られた小さなグループはコン

　　パクトの過程に参加できないことなどを紹介してい

　　る。

（7）　フルコスト・リカバリーとは，政府・自治体とVCS

　　が委託契約を行う際，その契約に伴う費用について，

　　直接経費のみならず間接経費（人件費や家賃，光熱費

　　など）までも含んだ正確な積算を行うものであり，

　　1998年にVCO（Vo1untaryandCol㎜uniψO「9anisation）

　　事務局長の全国組織であるACEVO（Ass㏄iation　of

　　ChiefExecutivesofVo1untaryOrg3nisations）によって

　　その研究が開始されている。その後，コンパクトの基

　　準では間接経費（COre　OOSt）の考え方が盛り込まれ，

　2002年の財務省文書（後述）において「フルコスト・

　　リカバリーの原則」が明記された。

（8）　コミュニティ戦略の目的として，①住民の要望や二

　　一ズ，優先課題（priorities）を明確化すること，②地

　域に拠点を置く地方白治体，公的機関（thepub1ic），

　民間組織（private〕，ボランタリー組織（vo1㎜t日ry　and

　COmmunity　Org3niZ3tiOn）の活動をコーディネートする

　　こと，③地域住民の二一ズや要望に効果的に対処する

　　ために，こうした諸組織の現状や今後の活動に着目す

　　ること，④ローカルかつより広範な地域の持続的な発

　展に貢献すること，があげられている。また，その実

　施にあたっては，①地域社会の多様性を尊重しなが

　　ら，住民を巻き込んでいくこと，②二一ズの適切なア

　　セスメントと資源の有郊性にもとづくこと，③策定プ

　　ロセスにおいてはボトムアップ型の民主的な合意形成

　　をはかること，④策定はLSPによって進めること，と

　　されている（ODPM2000，佐藤2006）。
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and　Economies），犯罪（Crime），教育とスキル

（Education　and　Skins），健康（Hea｝th），住宅と

環境（Poor　Housing　and　Physica1Environment）と

いう5つの基準となる対象（刊。or　targets）が選定

されており，LSPとの合意に基づき，その基準に

従って具体的な数値目標をそれぞれ設定した上

で，それらを達成するためにLSPを主体として地

域で取り組んでいくことが示さ札でいる。また，

同年から環境・運輸・地域省（Department曲r　the

Environment，Transport　and　the　Regions：DETR）

に近隣地域再生ユニット（Neighbourhood　Renewa1

Unit：NRU）｛9〕が設置され，各GOR単位にLSPの

資金管理や指揮監督，支援を行う近隣地域再生チ

ーム　（Neighbouエhood　Renewal　Team：NRT）が配

置されている。

　LSPは，地域住民，VCO（Voluntary　and　Commu－

ni蚊Organization），民間企業（Private　Sector　and

Business　Organisations），地方議員，地方白治体の

職員，教育・住宅・交通・福祉・開発・文化・レ

ジャーなどの公的機関，プライマリーケア・トラ

スト（PrimaW　Care　Tmst：PCT）など保健・医療

の公的機関，警察や消防，R」⊃A，GORの代表者

など，官・民の多様なアクターから構成されるも

のであり，その任務として，①地域の重点課題の

確定（ident町priority　neighbourhoods），②その問

題の把握（mderstandprob1emsofpri－ority

neighbou．hoods），③それに対処する地域資源

の構築（mapresourcesgoingintopriority

neighbourhoods），④二一ズ充足に向けての合意

（agree　on　what　more　needs　to　be　d㎝e），⑤合意事

項の実施と報告（imp1ement　and　monitor　agreed

action），があげられている。また，LSPは，地域

の基盤的なパートナーシップ機関として，コミュ

ニティ戦略の策定や，地域で活動する様々なアク

ターやパートナーシップρ調整と統合，公共サー

ビス提供者間の協議や調整による効率化，などの

役割を担うものとして戦略的に位置づけられてい

る（SEU200ユ）（図！）。

　こうしたLSPに対する補助金として，「近隣地

域再生資金Neighbourhood　Renewa1Fund：NRF」

が導入されている。N㎜は，荒廃指標（indices　of

deprivation）に基づき，イングランド内の最も荒

廃している88の指定地域（自治体）を対象とした補

助金であり（ユ。〕，近隣地域再生のために使用する

限りにおいては使途が特定されない包括交付金と

しての性格を含んでいる。しかしこの交付にあた

っては，上述したNRUの出先機関であるGORに

よって認証されたしSPを設置することと，こうし

たLSpが「近隣地域再生戦略Local　Neighbourhood

Renewal　Strategy：LNRS」を策定することが条件

となる。そして，このLNRSにおける重点課題と

目標値の設定について政府と合意を得た上で，

LSPに対して資金が配分されることになるのであ
る（ユ1〕。

　また，同様に、88の指定地域を対象にして，

LSPへのVCSの参画を促進するための「コミュニ

ティ・エンパワーメント・ファンドCommuni蚊

Empowe㎜entFund＝CEF」や「コミュニティ・

チェストCommunity　Chest」などの補助金が交付

されている。前者の交付においては，VCS内のネ

ットワーク組織として，地域内の大小様々な

VCOの意見を集約してLSPに反映させるための

「コミュニティ・エンパワーメント・ネットワー

クCommnity　Empowe㎜ent　Network：CEN」を

（9）なお，NRUは，その後の省庁の再編によって，

　2002年からは新たに設置された副首相府（O箭。e　ofthe

　Deputy　P㎡me　Minister＝ODPM）の所管となった。ま

　た，内閣府のSEUも，これに伴ってODPMに移管され

　た。さらに，2006年からはODPMが廃止され，それま

　でODPMとHome　Of五。巳に分散していた地域や地方自

　治に関わる事務は，新設のコミュニティ・地方白治省

　　（Department　of　Communities　and　Loc皿1Govemment：

　DCLG）に統合され一でいる。

（10）NRFは2001年度から3か年の交付予定であったが，

　後述する地域協定（LAA）の導入により，2004年度

　以降も引き続いて交付されている。なお，2006年度か

　　らは「複合的荒廃指標Indices　ofMultiple　Deprivation」

　に基づき，86の地域（自治体）に交付されることとな

　った。
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図1　地域戦略パートナーシップ（LSP）のフレームワーク

立ち上げることが条件となる。CENは，多様な

VCOが集い話し合う場であるとともに，LSPに

VCSの代表者数名を送り出す機関でもあり，こう

したCENとLSpが相互に情報交換をはかりながら

連携することによって，LNRSのスキームである

ローカル・コミュニティからのボトムアップが可

能になるとされている。したがって，このような

CENの活動に対し，その運営資金としてCEFが配

分されることとなっている。また後者について

は，近隣地域で活動するとりわけ小規模なVCO

（11）LSPは，地方自治体とは別に設立されるパートナー

　　シップ機関であり，直接に事業を行うものでも法人格

　　を持つ組織でもない。したがって，通常は自治体の中

　　に事務局が置かれ，自治体職員が連絡調整や会議の設

　　走を行っているケースが多いとされている（金川

　　2005，永田2007）。

　　　カーターによれば，LSPは，ある意味では考え方で

　　あったり，メカニズムであったり目的を達成するため

　　の道具であったりするが，バーチャルな組織としての

　　側面もあり，基本的にネットワークとして捉えられて

　　いる。また，ほとんどのLSPはボランタリーの有志と

　　いう緩やかな組織であり，コアメシバーは2ヶ月に1

　　度会合を開いて具体的な政策の方向性を検討するが，

　　実際の活動は，それに基づいてテーマ別のサブグルー

　　プ（Sub－1ocalPa耐n巳rship＝SLP）や個々の組織が行う

　　というものである。そして年に1～2度，全構成員が

　　集まりコミュニティ戦略について話し合い，合意を得

　　るという手法になっている（龍谷大学地域ORC第1

研究班2004年度第4回研究会記録における英国副首相

府地方制度調査ユニット研究員マット・カーター氏の

発言より）。

　また，N蛆に関する第一義的な責任は自治体にある

ものの，LSPは自治体に対してN㎜の配分に関する諮

問的な役割を担っており，両者の合意がなければNRF

の交付をはじめ近隣地域再生政策を進めることができ

ないといわれている（金川2008）。なお，先のガータ

］によるLSPの分類では，①議論する場（ディスカッ

ション・フォーラム）としての「諮間機関スタイル」，

②独自のスタッフや説明責任，法的正当性を確保し，

プロジェクトの実行を担う「業務委託実施スタイル」，

③地域サービスのデザインと運営に新しい手法を持ち

込む「実験室（ラボラトリー）スタイル⊥④コミュ

ニティの強力なネットワーク作りなど「コミュニテ

ィ・エンパワーメントに力点を置くスタイル」，があ

げられている（白石編2008）。
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の能力形成を目的としており，そのための活動プ

ログラムなどに対する助成として位置づけられ

る。そして，両者とも各地域に存在しているVCS

の中間支援組織（Comci1価r　VoluntaW　Services＝

CVS）を経由して交付されることになるω。な

お，CEFとコミュニティ・チェストは，もう1つ

の資金である「コミュニティ・ラーニング・チェ

ストCommunity　Leaming　Chest」とともに，2004

年度から「単一コミュニティ・プログラムSing1e

Community　Programme」として統合され，さらに

2005年度からは，「近隣地域運営プログラム

Neighbourhood　Management　PathHnder」と再統合

されて。3〕，「安全でたくましいコミュニティのた

めの資金Sa免r　and　StrongeエCommunities　F㎜d：

SSCF」と改称し，後述の「地域協定Loca1Area

Agreement：Lん～」の下で管理されることとなっ

た。これにより，従来，CENは，LSPと同様に

GORによって認証され，責任主体（a㏄ountable

body）であるCVSを通じて資金配分されていた

が，後述するし＾スキームの下では，指定地域

に限らずイングランドの全地域を対象に，地方白

治体の裁量において行われることとなった。4〕。

（4〕地域協定（LAA）の導入

　Lん～は，コミュニティ戦略をより効果的に実

施していくために，2004年に導入された中央政府

と地方自治体およびLSPに代表される地域との問

で結ばれる新たな協定である。5〕。ここでは，持

続可能なコミュニティを実現するために，中央政

府と地方白治体との関係の改善や効率性の向上，

パートナーシップの強化，地域におけるリーダー

としての地方白治体の役割が提起されている。そ

の方策は，地域の重点課題として基本的に選定さ

れている4つの優先項目（Block）一①子どもと

若者（Child．en　and　Young　people），②安全でた

くましいコミュニティ（Sa危r　and　Stronger

Co㎜unitiel），③健康なコミュニティと高齢者

（HealthierCo皿m㎜itiesand01derPeop1e），④

経済開発と事業（Economic　Deve1opment　and

EnteΨise）一について中央政府と地域間で協議

し，相互の合意に基づいて政策目標，成果

（outcomes），指標（indicators）を立て，それら

を達成していくというものである㈹。

　かかる手法はこれまでも実施されていたが，

L＾の特徴的な点は，従来，中央政府各省庁か

ら様々なチャンネルで似通った資金が地域に交付

されていたものを4つのBl㏄kごとに統合（poo1）

するとともに，その弾力的な運営（丘eedOmS　and

nexibi1ities）をはかり〔ユ7〕，個々の補助金に付随す

る煩雑な手続きや書類作成業務などの地方白治体

の負担を軽減することにある。LAAにまとめら

れる資金源（L＾grant）としては，①特定のテ

ーマや使途，地域に関わって政府から交付される

資金（NDCの資金，N㎜，SSCPなど），②警察，

（12）　コミュニティ・チェストの金額は，各地域5，000ポ

　　ンドが上限であり，200ト2003年度までの3年間で総

　計5，O00万ポンドが交付されている。CEFの場・合は同

　年間で3，600万ポンド，N㎜は，同年間で総計9億ポ

　ンド，であった。

（13）Neighbourhood　Managenユent　Pathinderは、地域で提

　供されるサービス間の調整を担う近隣マネージャーを

　配置した近隣地域における実務的なサービス調整シス

　テムであり，LSPとともに導入されている。

（14）金川は，GORやレスター，コベントリー市の担当

　者，内閣府内の。揃㏄ofthe　Third　Sector（2006年に設

　遣）への2007年のインタビューをもとに，CENの持つ

　小規模なVCOへのアドボカシー的機能や，GORから

　CENに直接資金が流れることによって，LSPの中で軋

　櫟を生んだり，時としてCENがLSPに敵対的になる例

　　もあり，自治体や政府関係者がCENの仕組みに課題が

　あると見ていたことが，LAAの申で自治体の自由裁量

　になった背景の一因であると述べている（金川2008）。

（ユ5）LAAの期間は3年であり，2005年3月から20の自

　治体でパイロット的に導入され，翌年3月には66の自

　治体が加わり第2ラウンドが始まっている。そして

　2007年3月にはユ50の自治体において実施され，イン

　グランド全自治体に適用されることとなった。また，

　コミュニティ戦略は，2005年の政府文書“Sec皿ing　the

　F・t・・♂（S帥・t・・yofSt・t・此・E・・immn・・t，Food・nd

　Ruエ日1Affairs2005）によって「持続可能なコミュニテ

　ィ戦略Sustainable　Community　Strategy＝SCS」と改称

　されている。
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NHS，学校などに配分される主流事業の資金

（mainstream缶nding），③㎜Aや宝くじ，スポー

ツ，学習・技能カウンシル（Leaming　and　Ski11s

Cou口。i1）など独立公共機関（Non－Departmentai

Pub1icBodies）への資金，があげられており，②

および③についてはLんへに統合することはでき

ないが，成果を達成するためには不可欠な資金源

であるため，地域での合意に基づいてLAAに組

み入れる（a1ign）ことができる。また，中央政府

の示す成果に準じた目標（stretched　targets）を設

定すれば，「誘導補助金Pump－Priming　Grant：

PPG」が交付され，それが達成された場合には「業

績報奨補助金Pe沁mance　Reward　Grant：PRG」

を受け取ることができるとされている（ODPM

2006a，的場2008）。

　このような協定は，とりわけ公共サービスの改

善や地方自治体の改革を重視してきたブレア政権

においては，初期の段階から積極的に取り入れら

れてきた。！998年に改正された「地方自治法」

（Loca1Govemm㎝t　Act1998）でベスト・バリュ

ーが位置づけられ，同年に財務省が各省庁との問

で取り交わす「公共サービス協定Pub1ic　Service

Agreements：PSA」〔ユ岳〕が制度化されたのを契機

に，翌年には，「地域公共サービス協定Local　Pubhc

Se岬ice　Agreement1LPSA」の策定へと拡大して

きた。LPSAは，地方自治体が中央政府と公共サ

ービスの改善について協定を結び，設定された数

値目標を達成した場合には，報奨金の交付や規制

緩和の措置がなされるというもので，上述しだ

し＾の前身ともいえるものであり，2005年以降

はLんへに統合されてきている。

（5〕地方自治体およびボランタリー・コミュニテ

　ィセクター（VCS）の評価制度

　達成すべき成果を具体的な数値目標によって定

め，その業績を評価していくという地方自治体へ

の評価手法は，その後も2000年の「監査委員会査

察制度Audit　Commission　Inspe．tion」の導入や，

翌年の運輸・地方自治体・地域省（Depaれment　for

Transport，Loca1Govemment　and　the　Regions：

DTLRジ1引による白書“Strong　Loca1Leadership：

QualityPub1icS帥i㏄s”（DTLR2001）において提

起された「包括的業績評価制度Compエeh㎝sive

perfo㎜ance　Assessment：CPA」として実施され

てきている。CPAは，ベスト・バリューに基づく

地方白治体サービスの総合的な評価制度であり，

それまでの第三者による監査（audit）と検査官に

よる査察（inspection）機能を統合したものとし

て位置づけられる。CPAは，「サービス部門評価

Se㎡㏄Assossm巳nts」と「総合評価Co叩。rate　Assess－

ments」から構成されており，前者は，7分野（環

境，住宅，図書館・レジャー，教育、社会福祉，

助成金，資源利用）について，教育，社会福祉，

助成金は管轄の検査局，それ以外は監査委員会

が4段階（！～4点）で評価するものであり，

後者は，9項目（意欲ambition，焦点お。us，優

先事項p．ioritisation，能力。apacity，業績管理pe。一

fo㎜ance　ma皿agement，改善実績achievement　of

㎞provement，投資investment，学習1eami㎎，将

来計画冊ture　p1ans）について，地方自治体によ

（ユ6）成果は，それを実現するための個々の具体的な指標

　　によって示される。例えば，「健康なコミュニティと

　高齢者」における成果の一例として「生活の質の向上

　ImprOved　Qua1町。fLife」があげられており，その指

　標としては「在宅サービスを利用している65歳以上の

　高齢者の生活の質の改善⊥「公共機関でユト30分以内

　　でGP（家庭医）にかかることのできる世帯の割合」

　　などがあげられている（ODPM2006〕。

（ユ7）　4つの分野を横断したSing1e　Potにすることも可能

　　であり，L＾の第2ラウンドではユ3地域がこれを実

　施している（今井2006）。

（ユ8）PSAは3年間の協定として，一各省庁が政策目標や重

　点課題を財務省と合意し，その達成の度合いに応じて

　財務省から予算が配分されるというものである。

（19）　中央省庁の改革によって，DETRは，200ユ年にDTLR

　　とDep日rtment　fbr　Environment，Food　md　R1j□r3I　A冊airs1

　DEF“とに再編されている。そしてDTLRは，2002

　年からさらにDepa廿mentforTransportへと再編されて

　いる。
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る自己評価とともに監査委員会が同様に4段階で

評価するというものである。最終的には，監査委

員会が各地方自治体に対して，「優秀eXCellent」，

「良好good⊥「普通fair上「脆弱weak」，「貧困

poor」という5段階の判定を公表し，「優秀」で

ある地方自治体には監査や査察が緩和され裁量権

が認められるが，「貧困」である地方自治体は逆

に監査や査察が強まり中央政府の監視が強化され

ることになる。こうした評価制度は，サービス改

善に向けて取り組む地方自治体のインセンティブ

が高まるという点でプラス面があるが，他方で，

中央政府の地方自治体に対する業績管理による格

付けとコントロールの強化というマイナス面も有

している。実際，地方自治体側からは，評価に伴

う負担の増大や評価方法・内容への疑問，判定表

書己に伴うイメージダウンなどの悪影響といった問

題が提起されており（鮒自治体国際化協会2006），

2005年からはそれらの見直しを含めて，7分野の

再編（子どもと若者，成人福祉住宅，環境，文

化，助成金、消防）や9項目から5項目への見直

し（意欲，優先事項，能力，業績管理，改善実

績），5段階の判定表記を星（starrati㎎）に変更，

総合評価に「向上への歩みdirection　of　travel」を

加えて改善に向けた取り組みを新たに評価するな

ど，CPAの枠組みが刷新されている（Audit

Commission2005）。

　ところで，先述したN㎜はCPAの影響を受けな

いが，その代わりにコミュニティ・地方自治省

（The　Depa村ment　fbr　Communities　and　Local

Govemment：DCLG）が所管する「信号灯システ

ムTraf丘。　Light　System」が採用されている。これ

は，中央政府が設定する6つの重点課題（健康，

教育，犯罪，住宅，雇用，環境）に対する各地域

の目標値を提示し，LSPがその自己診断と改善計

画（improvement　p1an）をGORに報告した後，NRF

の使途やLSPの運営状況を勘案して信号灯（緑

green，黄緑ambergreen，黄赤amberred，赤red）

に模した評価がなさ．れるというものである

（ODPM2004，岩満2007）。このようにみると，

地方自治体への評価制度はLSPにも適用されてき

ており，L＾が導入され，CPAで「優秀」の評価

を得ている地方自治体はLん～資金の自由度が高

まることを勘案すると，CPAとLAAがリンクする

ことによってパートナーシップ自体が評価され資

金配分される対象になるとともに，地方自治体側

にとっても資金獲得のためにパートナーシップを

形成することが誘導され（2ω，結局のところ中央

政府による再コントロールであるという懸念も当

然出てくる（21）。実際，2009年からは，CPAを，

LSPを含めた地域全体の業績評価へと移行させ

た「包括的地域評価制度Comprehensive　Area

Assessment：C＾」が実施されることとなってい

る。

　基本的に，LSPにおけるターゲット（targets）

の選定や達成方法は地域の自由裁量に委ねられて

はいるものの，LSPをめぐってはすでにいくつか

の批判もなされており，その内容を要約すれば以

下の諸点があげられる。第一に，LSpのメンバー

が公選でないことや小規模なVCOの参画が不十

分であるなど，LSPが必ずしも全ての住民を代表

しているとはいえず，また，多様な組織によって

構成されるがために責任の所在が曖昧になること

（Ba11och　and　Taylor200ユ，Stewart2003，今井

2005，金川2008），第二に，中央政府の設定する

（20）　これまではN冊の交付されるしSPに限って評価が実

　施されてきたものが，全ての地域を対象とするLAA

　の導入によって，全てのLSPが資金の交付対象になる

　と同時に評価制度も適用されることとなった。このご

　とは，N冊を交付されている地域が，そうでない地域

　と比べて，公共サービスの改善やVCSの参加および支

　援などの点においてより成果が出ているという政府の

　評価に基づいている（0DPM2005．2006b）。

（21）　ミ」ンズら（Means　et　a1．2003）は，任意であった

　パートナーシップが資金を伴う誘導策へとシフトし，

　強制的になっている点に警鐘をならしている。テーラ

　一（2005）もまた，「対抗文化的」であるパートナー

　シップが，資金提供を通じたより形式的な誘導のなか

　で業績管理の枠組みに入っていることを指摘してい

　る。
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項目が必ずしも地域の二一ズを優先するかたちで

反映されたものとはいえず，両者の間に緊張関係

がみられること（西村2007，小山2008），第三

に，複雑なスキームや業績管理に伴う書類の作成

や報告業務，数値目標の達成や成果の追求などに

多大な時間と労力の負荷がかかり，「パートナー

シップ渡れ」や「燃え尽き症候群bumout」が引

き起こされていること（今井2005，小山2008，

金川2008），第四に，LsPが自立した機関として

中央政府や地方白治体と対等な関係を構築すると

いうよりも，資金配分やサービス提供の調整機関

という性格が強く，また，準政府組織（qua㎎o）

として工一シェンシー化・官僚制化していく危険

一性を伴っていること　（Osbome1999，Osbome　and

McLaughhn2004，金川2008），第五に，理念とし

ては地方分権やコミュニティの重要性が強調され

つつも，実際には中央政府によって重点課題や数

値目標が設定され，その枠内での権限委譲に過ぎ

ないこと（2！〕，などである。

　もっともこうした問題は中央政府サイドでも認

識されており（2ヨ），2006年の地方自治白書“Strong

andPrOsperOusCommunities’’ iDCLG2006）では，

中央政府主導によるトップダウンのコントロール

から，地方自治体やLSP，ローカル・コミュニテ

ィ，その他地域で活動する諸団体の権限を拡大

し，地域の二一ズにより柔軟に対応していけるよ

うなボトムアップ型のパートナーシップを構築し

ていくことが示された似〕。また，地域の課題に

対する取り組みについて，地域住民が地方議員を

通じて地方自治体に要請できる「コミュニティに

よる行動請願Community　Ca11for　Acti㎝」や，地

域の優先項目およびサービス基準に関して地域住

民と地方自治体とが合意していく枠組みとしての

「地域憲章Loca1Charters　fbr　Neighbouhoods」な

ども提示されており，よりコミュニティ重視へと

シフトしてきている。さらにここでは新たなし＾

が位置づけられており，続く2007年の「地方白治・

保健サービスヘの住民関与法」（Loca1Govemment

and　public　Invo1vel］ユent　in　Hea1th　Act）や，同年の

ガイドライン“Deve1opingtheFu耐eAlTangements

forL㏄a1AreaAgreements” iDCLG2007）を通じ

て新L＾の枠組みが提示され，2008年度からス

タートすることとなった。新LAAでは，前述の

C＾の導入に関わって，これまで中央政府が地

方自治体の業績を評価するために設定してきた

1，200にのぼる指標を198に削減するとともに，地

方白治体に課してきた達成目標も35に限定して地

域の二一ズをより反映させることとしている。ま

た，LAAに対する政府資金を約10億から50億ポ

ンドヘと拡大するとともに，旧LAAの4つの

B1ockの横断をより柔軟にしつつ，地域の実情に

あわせてできるだけ使途を限定しない「地域基盤

補助金Area　Based　Grant」として交付することが

あげられている。そしてN㎜についても，新Lんへ

が始まる2008年度からは，「近隣地域活動資金

WoTking　Neighbourhoods　Fund：WNF」としてリ

ニューアルされることとなった（1日〕。

　さらに新LAAでは，コミュニティのイニシア

ティブとともにとりわけVCSの役割が重視されて

いる。VCSに対する資金提供については，すでに

（22）今井は，ニューレーバーの10年聞の政策について，

　Newm乱n（2001）やLowndes　and　WHs㎝（2003）の見

　解に依拠しつつ，「目標とフレームを遵守する限りに

　おいては，政府は地域の各主体への権限委譲を進め，

　執行，手段選択に際しての自由裁量の拡大を図ってき

　　た。しかし一方では，目標，フレームに示された客観

　　的，標準的基準に基づき，規制を逆に強めていった」

　　とし，「地域パートナーシップを介した＾遠隔統治”

　　（gove÷nanoe　at　a　dista皿。e）が実現した一方，事後統制

　　の強化や，ガバナンスのあり方を規定する．’メタ・ガ

　バナンス’’機能の保持によって，政府は自らの求心性

　　を高めてきた」と総括している（今井20081ユ37）。

（23）この点は，ODPMやDCLG，NAO（Nationa1Audit
　Of通。e1国家監査局）による年次調査報告書でも記さ

　れている。

（24）　ここでは，経済的な発展を目的として複数の自治体

　が行政区域を越えて合意していくための「地域連携協

　定Multi一んea　Agreements＝MAAs」も新たに導入さ

　れ，後述する新L＾との連携が期待されている（HM

　Govemment2007）。

一193一



中西典子 ロンドン・インナーエリアにおけるコミュニティ・ガバナンスの実相

2002年の財務省（Her　Majesty’s　TreasuW：HM

Treasury）による報告書“The　Ro1e　ofthe　Vo1untary

and　Community　Sector　in　Se〃ice　Delivery：A　Cross

CuttingReview” iHM　Treasuリ2002）において提

言されており，そこでは，公共サービスの提供に

果たすVCSの主要な役割がレビューさ札るととも

に，その持続的な発展や能力向上と質の高いサー

ビス提供に向けての財政的な支援策が提起されて

いる。とくにVCSがサービス提供にあたって直面

する困難の克服に向けて，長期の契約や資金提

供，委託契約におけるFCR，モニタリング・コス

トの低減などが提示され閉，先述した2005年か

らのコンパクト・プラスにも反映されている。

　また，財務省のレビューを具体化するためにそ

の後開始されたのが，「フューチャービルダース

Futurebui1ders：FB」と「チェンジアップChangeUp1

CU」である。FBは，公共サービスを提供するVCO

に対する直接的な資金（補助・融資）として，2004

年から3年間でユ億2，500万ポンドが計上されて

おり伽，チャリティ・バンク（CharityBaη］（）を

軸とした独立非営利機関（Futurebui1ders　England

Ltd）によって運営されている。CUは，VCOの基

盤整備（in仕astmc血re）への投資として，2014年

までのユ0年間にわたるプログラムであり，当初の

3年間で8，OOO万ポンド，2007年度までに7，O00万

ポンドの計1億5，OOO万ポンドが予算化された。

CUの目的は，①パフォーマンスの改善
（PeTfomance㎞p．ovement）．②従事者の向上

（Work允・ceDeve1opment），③ガバナンス

（Govemance），④一1青報化（舳㎜ation　and　Com－

munication　Technology：ICT），⑤VCS活動への資

金調達（Financing　VCS　Act…vity），⑥ボランティ

アの確保と向上（Recmiting　and　Deve1oping

Volunteers），であり，主要なサービス分野一①高

（25）地方自治白書で新たに示された政府から白治体への

　資金は，①使途が限定されない一般補助金（N㎝一

　Ring缶enced　General　Gmnt），②特定の政策基準に照ら

　　した追加的資金としての地域基盤補助金（Non－

　Rj㎎fen㏄d　Area　Basod　Grant），③使途を限定または特

　定補助金（Ring拒enced　or　Non一則ngfenced　Speci丘。

　Grant），となっており，新LAAやWNPの資金は①お

　よび②に相当する。なお，WNFは，旧NRFと労働年

　金省（Dopartment　br　Work　and　P㎝sions：DWP）の貧

　困地域資金（Deprived～eas　Fund）とが統合されたも

　のとなる（HM　Govemment2007，DCLG／DWP2007）。

（26）ACEVOによる2004年の報告書では，財務省のレビ

　ユーにもかかわらずその後の資金提供が改善されてい

　ない状況が指摘されており，①リスクに対する責任の

　分担（Sh。。ing　t盲。。。sp㎝sibility　fo。。isk），②適切な期

　間設定をした契約（Contraot目3re　of　an　appropriate

　timescalo），③官僚主義に起因する浪費の削減（Cutting

　w・・t…　u・・d　by　b皿・・uc・aoy），④公平な経費と価格段

　定（Faircostjng肌dpricing〕，の主要原則が課題とし

　て掲げられている（ACEV02004，金川2008）。なお

　金川によれば，NAO　and　OPM（2006）による資金提

　供の原則は，①アウトカムヘの焦点，②相互理解，③

　評価等の簡素化と適切性，④リスクバランスの適切な

　管理，⑤資金提供モデルの標準化，⑥タイムリーな資

　金提供，⑦透明性と説明責任の明確化，であり，資金

　提供の透明性や説明責任もさることながら，アウトカ

　ムに焦点を当てるべきことが強調されている。また，

　NAO（2005）に拠りつつ，資金提供の手法として，

　委託（pエ㏄urem㎝t），補助（gr舳t），交付金（gTant－i血一

　aid）の区分があり，委託は，「契約価格が重要であり，

　その価格決定の中にどの程度まで間接経費を見るかと

　いった双方の交渉によって決定される」のに対し，補

　助は，「価格べ一スではなく，どれぐらい費用がかか

　るかといった視点から資金提供がなされるが，間接経

　費まで見込むかどうか，すなわち，費用の完全回収

　　（フルコスト・リカバリー）を行うのかは，それが贈

　与的なのか，投資的なのかといった補助の性格によっ

　て決定される」。また，補助以上に自由度の高い交付

　金は，「政府から外郭団体等に支出されるケース」が

　多く，例えばNCVO（N・tion・lCoun・i1fo・VO1㎜t日「y

　Organisations）など「ボランタリーセクターの中間支

　援組織への資金提供」があてはまり，「これを使って

　他の組織に資金配分をしたり，特定のプログラムに使

　周したりするに際しては，政府との間で戦略的な話し

　合いを持った上で，かなりの自由度が与えられる」

　　（金川20081！09）と説明している。

（27〕　その後，2008年4月までに9，OOO万ポンドが追加さ

　れている。中島は，FBについて，これまでに融資や

　委託契約を受けたことのないVCOを対象にしている

　が，VCOにとっては，融資を受けることによって，

　その返済のための新たな収入源を確保しなければなら

　ず，これまでにないリスクを背負うことになるとして

　いる（中島2007）。
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齢者の保健・福祉サービス（O1der　Peop1e’s　Hea1th

and　Social　Care　Sewices），②矯正サービス

（Correctiona1Sewices），③エスニック・マイノ

リティの雇用（EthnicMinorityEmp1oymcn重），④

ホームレス向け宿泊施設の供給（Homeless　Hostel

Provision），⑤育児支援サービス（Parenting

Support　Seπices）一における専門的ハブ組織

（Nationa1Hubs　ofExpertise）を立ち上げ，かか

る分野で活動するVCOを支援し発展させていく

というものである（ACU2004）。2006年からは，

新たに設置された独立非政府機関のキャパシティ

ビルダース（Capacitybui1ders　Agency）に資金の

管理や運営が委ねられるとともに，VCOの活動

支援ネットワークであるコンソ］シアム
（ConSo．tium）が各地で組織化されてきている。

　同じく2006年には，内閣府に「サード・セクタ

ー室Of丘。eoftheThirdSector：OTS」が新設され

ている（鵬〕。同年にOTSが提出した報告書“Social

Ente叩rise　Action　Plan：Scaling　New　Heights” iOTS

2006）では，公共サービスの調達（procurement）

において，サード・セクターが参入できるととも

にその成長を促せるような環境を整えていくこと

の重要一性と．そのためのアクションプランが提起

されている。また，2007年にはOTSが財務省と共

同で出した報告書“The　Fu血re　Ro1e　of　the　Third

Sector　in　Social　and　Economic　Regeneration＝Fina1

Report” iHM　TTeasury　and　Cabinet　O箭。e2007）

が公表され，社会的・経済的再生を促進するため

に政府とサード・セクターが協働していくととも

に，数千の規模で存在するVCOへの支援プログ

ラムに約5億ポンドを投資していくこと，コミュ

ニティの活性化や公共サービスの改善に果たすサ

ード・セクターの役割を重視し，コミュニティの

代表としての発言力を高めていくなど，サード・

セクターへの支援策が盛り込まれている。

2　タワー・ハムレッツ区における地域戦

略パートナーシップ

（1）タワー・ハムレッツ区の地理・歴史的位相

　タワー・ハムレッッ区（London　Borough　of

TowerHam1ets：LBTH）は，大ロンドン（Greater

London）に属する32の特別区（L㎝don　Boroughs）

の1つであり，テムズ川の北岸およびロンドンの

中心部であるシナイ（City　of　London）の東側に

位置し，インナー・ロンドン（Imer　London）と

（28）OTSは，内務省のACUと貿易産業省（Depa廿ment　of

　Trade　and　Industry：DTI〕の社会的企業ユニット（Social

　EnteΨise　Unit1SEU）が統合されたものであり，伝

　統的なチャリティに代表されるVCOを中心として構

　成されるVCSに，新興の社会的企業や開発トラスト，既

　荏の協同組合などを包括したものがサード・セクター

　　として位置づけられている。なかでも社会的企業は，

　　1999年にSEUのPAT3が提出した報告書“Ente叩rise

　and　Social　Exolusioバ（HM　Treasury1999）に取り．ヒげ

　　られて以来，貧困などの社会的問題に対してビジネス

　手法を用いて取り組むことで，地域での雇用創出や人

　材育成にも貢献していくという新たなVCSとして，政

　府が大きな期待をかけてきたものである。こうした社

　会的企業の法人格としては，2005年に新設されたCIC

　　（Co㎜㎜ity　Interest　Comp3ny）がある。CICは，公益

　　目的の組織を対象としているが，登録チャリティ（チ

　　ャリテイ委員会へ登録した団体）よりも規制が緩く，

　　寄付・資本金の双方を受け入れることができ，他の法

　　人格の取得も認められる。しかし，登録チャリティの

ような税制上の優遇はなく，また，資産はコミュニテ

ィの利益のために使用しなければならない（Asset

L㏄k）。

　英国におけるVCSの代表格は，160ユ年の公益ユース

法（Statute　of　Charitable　Uses）以来の長い伝統を持ち

続けているチャリティである。チャリティの現行法は

1960年制定のチャリティ法（Cha㎡ties　Act）である

が，2002年の報告書‘．里rivate　Action，Public　Bene丘t：

A　Reviow　of　Charities　and　th巳Wid巳r　Not－For－Pro丘t

Seotor” iC3binet　O榊e2002）や，翌年の報告書‘．Charitie呂

md　Not－br－pro行ts：A　Modem　Lega1Framework：the

Govemment’s　Response　to　‘Priv3te　Action，Publio

Bene行ピ（Home　O揃。e2003）のなかで，チャリティ

の現代的再定義や前述の。Icが検討され，20p6年の改

定（CharitiesAct2006）では，登録チャリティは，新

たな法人格としての「チャリティ法人組織Charitab1e

Inco叩。rated　Organisation1CIO」を取得することが可

能となった。
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いわれる地域の東部に存在している（図2）（鴉〕。

人口は，2007年現在で215，一 R00人であり（表1），

とりわけ20～34歳の若年層の比率が全国で最も高

く，ロンドンの平均値よりも年齢層が若い。ま

た，後述するように人種・民族的な多様性が最も

みられかつ貧困な地域として，前章で述べた88地

域の1つに指定されており，その貧困率は全国で

2番目に高い。

　タワー・ハムレッッ特別区は，1965年，旧ロン

」ドン市域であったベスナル・グリーン（Bethna1

Green），ポプラ（Pop1ar），ステプニー（Stepney）

の各区を統合して誕生した（図3）（30）。これらの

区は，中世に城壁で囲まれていたロンドン（Ci収

。f　London）の東端に位置しており，とくに19世

紀後半からは，貧困層や移民が集中し過密化して

いったことから，軽蔑的な意味合いを込めてロン

ドンの「イースト・エンドEastEndofLondon」

といわれてきた。

　ローマ時代から中世まで，ロンドンの港湾は，

現シティとテムズ川を挟んだ南岸のサザーク

（Southwark）との間のロンドン波止場（Pool　of

London）であり，ユ8世紀末には，毎年，1万以上

の国内航路の船，3，500の外国航路の船がこれら

の波止場に出入りしていた。当時は多くの船が積

みおろしの順香を待ってテムズ川に停泊したが，

その問に商品が窃盗にあうということも多かっ

た。ユ793年，狭小となっていた港湾施設の打開の

ため，サザークの東（下流側）にあり蛇行するテ

ムズ川によって囲まれた半島部であるドッグ島

（Is1e　of　dogs）に，西インドとの交易商人が商業

専用埠頭をつくることを計画し，1799年に「西イ

ンド・ドック法」（West　India　Dock　Act）が制定

されて，西インド・ドック会社が設立された。そ

の後，この周囲の上流・下流部に多くの大型ドッ

クが次々に建設され，1921年のジョージ5世ドッ

ク（King　George　V　Dock）までそれは続き（ヨ／〕，

ヨーロッパや大英帝国各地からの貨物を集散する

世界一の港湾となった。こうしたテムズ川沿いに

は，造船所や倉庫，船着場が建ち並び，貨物の種

類ごとに荷役施設がつくられ，運河や鉄道で各地

に送られていた。

　もともとこの辺りは低湿地でほとんど人が住ん

でいなかったが，港湾建設によって日雇いの不熟

練労働者が多く集まるようになり，こうした港湾

（29）大ロンドンは，1963年に制定された「ロンドン政府

　法London　Govemment　Aot」に基づき，それまでのミ

　　ドルセックス州（County　Middlesex）や，ロンドン講

　会（L㎝d㎝C㎝ntyCounci1＝LCC）が管轄するロンド

　　ン府（Co㎜ty　ofLondon）およびロンドン市（C吋。f

　London）に，ケント（Kent），ハートフォードシャー

　　（He舖。rdshire），サリー（Su皿ey），エセックス（Essex）

　の一部を加えて1965年から発足した，面積1，579㎞2，

　人口755万6，900人（2007年現在）の連合王国（United

　Ki㎎dom　of　Great　Britain　and　Northern　Ireland）の首都

　である。また，イングランドに属している9つの地方

　　（Tegi㎝）のユつであり，大ロンドン庁（GfeaterLondon

　Authority：GLA）が管轄する行政区（一層白治体㎜itary

　authority）となっている。大ロンドンは，金融街のシ

　ティと，王室・政治の拠点であるウェストミンスター

　　（Westminster）を含めた32の特別区から構成されて

　おり，シティと中心部6区は「セントラル・ロンドン

　centTal　London」，シティと中心部12区は「インナー・

　ロンドンInner　London」，その外周部の20区は「アウ

　ター・ロンドンOuter　L㎝d㎝」といわれている。特別

　　区は，4年ごとに議員が選出されるロンドン区議会

　　（London　Borough　Councils）によって運営されてお

　　り，その執行機関である区自治体（L㎝d㎝　Borough

　Counci1s）が住民登録や行政サービスなどを担ってい

　　る。

　　1965年から86年までは，ロンドン特別区と大ロンド

　　ン議会（GreaterL㎝d㎝Counci11GLC）の二層制にな

　　っていたが，1986年の保守党政権時にGLCが廃止さ

　れ，その権限が中央政府に移るとともに一部がロンド

　　ン特別区に委譲された。2000年の労働党政権時に再び

　GLAとして設置され，立法府としてのロンドン市議

　会（Lond㎝Assembly）と大ロンドン市長（Mayor　of

　London）が配置されている。

（30）　タワー・ハムレッッは，16世紀から19世紀末までは

　　ロンドン塔の高官によって管轄され，侍従を供出して

　いたが，その後，高官が軍の中尉になることによっ

　て，地域の民兵が組織化されたところである。ま
　た，1832年の選挙法改正（Representati㎝of　the　P巳。ple

　Act1832：R曲rm　Act1832）によって，議会の選挙区

　　となっている。
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’ロンドン区域
…一一 ｺ水道処理域

大ロンドンの行政区域

5砒面

内部ロンドン区（1日LCC）

①ウェストミンスター区（市）

②ケムデン区

③イズリントン区

④ハックニー区

⑤タワー・ハムレッツ区

⑥グリニッチ区

周辺ロンドン区
エセックス県よ■〕編入

⑮ウォルサム・フォレスト区

⑭レッドブリッジ区
（9ベイバーリング区

（⑥パーキング区

（うニューハム区

ケント県よリ編入
（⑧ベックスレイ区

（画ブロムレイ区

サリー県よ1〕編入

⑳クロイドン区

⑳サットン区

⑦ルイシャム区

⑧サウスワーク区

⑨ランベス区
（◎ワンスワース区

⑩ハマースミス区

（身ケンジントン・チェルシー区

⑳マートン区

⑳キングストン・アポン・テームズ区

ミドルセックス県よ■〕編入

⑳リッチモンドーアポン・テrムス区

⑳ハンスロー区

⑳ピリングドン区

⑳イーリング区

⑳ブレント区

⑳ハロー区

⑳バーネット区

⑳ハリンジー区

⑳エンフィールド区

（出所）㎜odes　andRuck（1970＝1971）

図2　タワー・ハムレッツ区の位置

表1　タワー・ハムレッツ区の人口（2007）

クワ』・ハムレヅヅ ロンドン

・． j．＝． 職9，9⑪⑧． ．8，琴辮，粥⑬．’・

ｳ・’・ 1腕，郷⑧ ．3，8蝦，2顯’

総計 215，300 7，556，900

（出所）ONS　mid－ye酊poPu1ation巳stimate呂
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〉

　　（出所）D㎝ch，G．et　al．（2006）

図3　タワー・ハムレッツ区の概観

労働者向けのパブや宿屋，集合住宅などが密集す

るとともに，西隣にあるロンドン中心市街からの

廃棄物や河川に垂れ流される工場廃液，煙突の黒

煙，埠頭の騒音などで蔓延した劣悪な環境のなか

で貧困な労働者街が形成されていった。そこで

は，労働者が団結して政府に対する抗議行動も展

開されたが，他方で貧困や不潔，疾病，犯罪の温

床でもあり，上述のイースト・エンドと化した。

！900年に，港湾の労働問題や管理問題に対し，王

立委員会（Roya1Co㎜ission　on　the　Po村。f

London）が設置され，1908年には，「ロンドン港

法」（The　Port　ofLondon　Act）が成立し，翌年には，

ロンドン港湾庁（The　Port　of　London　Authority）

が設立されている。そして同年に，ロンドン港湾

庁は，ドックを経営する各民間会社から所有権を

引き継ぎ，港湾施設への課税や，物流の効率化，

（3！）　西（上流・都心部）から順に，聖キャサリン・ドッ

　ク（St．Katharine’s）テムズ北岸（！828年），ロンドン・

　　ドック（L㎝don　D㏄k呂）テムズ北岸（1805年），リー

　ジェント運河・ドック（Regent’s　C日na1D㏄k）テムズ

　北岸（1820年），サリー商業・ドック（Surrey　Docks）

　テムズ南岸（1807年），西インド・ドック（West　India

　Docks）テムズ北岸（ユ802～1806年），ミルウォール・

　　ドック（Mmwan　Dock）テムズ北岸（1868年），ポプ

ラ・ドック（Poplar　Dooks）テムズ北岸（ユ852年），東

インド・ドック（East　IndiaDooks）テムズ北岸（ユ806

年〕，ロイヤルビクトリア・ドック（Royal　Viot0fia

Dock）テムズ北岸（！855年），ロイヤルアルバ．一ト・

ドック（Royal　Alber士Dock）テムズ北岸（1880年），

ジョージ5世・ドック（kingGeoIgeVDook）テムズ

北岸（1921年），である。
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労働問題の改善などに取り組むこととなった。

　第二次大戦時には，ドック群はドイツ空軍によ

る集中的な爆撃を受け，その多くが破壊された。

1950年代までには復興し，往時の繁栄を取り戻し

たが，その後，船舶の大型化やコンテナ化など海

運輸送の変化に対し，河川港であるドック群では

対応できず，1960年代後半からドックの閉鎖が相

次いでいった。当時のエネルギー資源や経済構造

の転換なども相侯って，1980年代までには全ての

ドックが営業を停止し，港湾機能を失ったドック

地域では，関連製造業も閉鎖・移転することによ

って失業者が増大し，1981年の失業率は18，6％に

及んでいる。

　衰退していくドック地域の再開発計画は王970年

代カニら開始されていたが，1973年に当時の保守党

政権に提出されたホテルやショッピング・センタ

ー，マリーナ，新交通システムなどの外来型開発

計画案に対し，タワー・ハムレッッやサザーク，

ニューハム（Newham），グリニッジ（Greenich），

ルイシャム（Lewisham）など労働党下の地元白

治体では，事前に計画内容の協議が行われなかっ

たことや，地域の二一ズが優先されていないなど

の理由で反対した。翌年には労働党政権に移った

ため，1976年の計画では，地域の現状と二一ズを

重視し，低所得者用住宅を建設して定住人口を増

加させるという内発型の開発となった。しかし．

同年の財政危機によって公共投資が抑制されると

ともに，1979年の総選挙でサッチャー保守党政権

が誕生したことによって事情が一変する。サッチ

ャー政権では，従来，地方自治体が担っていた地

域計画・開発方式から，都市開発公社（Urban

DeveIopment　Co叩。ration）を設置して，中央政府

のイニシアティブを発揮できる方式へと転換し

た。1981年には，ロンドン・ドックランズ再開発

公社（L㎝don　Docklands　Development　Co叩。ration：

LDDC）が中央政府によって設立され，建物規制

や道路整備，下水整備など土地・開発をめぐる権

限が地方白治体から都市開発公社に移譲された。

また，翌年には，第二次産業の斜陽化や施設の老

朽化など深刻なインナー・シナイ問題に直面して

いる地域に対し，埠制緩和や税制上の優遇措置に

よって企業誘致を進めるという「エンタープライ

ズ・ゾーンEnterprise　Zone」が策定され，タワ

ー・ nムレッツのドッグ島など当初11地域が指定

されている。1980～90年代のLDDCによる巨大開

発によって，ドック地域はドックランズとして大

きく変貌した。ドックランズは，ホテルやレスト

ラン，ブティック，マリーナなどが建ち並び，シ

ティとつなぐ新交通システムであるドックラン

ズ・ライトレールウェイ（DocklandsLight

Rai1way：DLR）や，ビジネスジェットが離着陸

するロンドン・シティ空港が建設された。また，

ドッグ島には，超高層ビルの林立する新都心のよ

うなカナリー・フーフ（CanaW　Wharf）が誕生し

ている。その後，労働党ブレア政権に移り，1998

年にはドックランズの管理が地元白治体に戻ると

ともにLDDCの活動も終了したが，ドックランズ

の再開発はなお継続している（32〕。

（2）タワー・ハムレッツ区の社会・経済的位相

　タワー・ハムレッツ区の人口の約半数は．多様

なエスニック・マイノリティ（B1ackandMinority

Bt㎞ic：BME）で構成されている。そして当区を

中心とするイースト・ロンドンは，何世紀にもわ

たって外国人移民の比率が最も高く，地元の白人

労働者住民との争いが絶え間なく続いてきたとこ

ろでもある。

　最初の移民は16～17世紀にやってきたユグノー

難民（Huguenot　reilgees）であり，フランスのカ

ルヴァン派新教徒として排斥された彼らは，現タ

ワー・ハムレッツ区のスパイダルフィールズ

（Spita1行e1ds）に亡命してきた。その北部にある

ベスナル・グリーン（Bet㎞a1Green）は，フラン

スから逃れてきたユグノーにとっての安息地がつ

（32）　本節の内容は，（財自治体国際化協会（ユ990）に依拠 している。
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途中経過地であり，彼らは約1世紀にわたって建

築や経済活動などを通じてイースト・ロンドンに

貢献してきた。その後，18～19世紀にかけては，

アイルランドの職工移民や離散したユダヤ人

（aS欣enaZim）がスパイダルフィールズやベスナ

ル・グリーンにやってきている。ユダヤ系移民

は，彼らの生活圏をステプニーも含んだ地域へと

拡大し，多くは衣料関連の低賃金工場で働いたり

仕立屋を営んだり，あるいは，たばこのパイプ製

造，毛皮や宝石商，家具の製造，靴の製造，行商

などで生計を立てていた。とくに行商では，新移

民（neW　Comeエ）である彼らが勤勉であることを

恐れた旧移民（oldComer）のアイルランド系移

民と，しばしば競合した（もっとも，彼らに先立

つ移民であったユグノーもまた，アイルランド系

移民に不満を抱いていたのであったが）。ユダヤ

系移民は，彼ら自身の文化やアイデンティティを

地域に刻印するとともに，1912年までには，現タ

ワー・ハムレッッ区域の人口約50万人のうち，ホ

ワイトチャペル（Whitechape1），ポプラ，マイ

ル・エンド（Mile　End），ステプニーの各地区に

わたって約14万2，OOO人にのぼっていた。急激な

ユダヤ系移民の増加は，それまでのスラムの白人

労働者階級の住宅がユダヤ系移民のそれに取って

代わられることへの不満も重なり，白人労働者の

なかに反ユダヤ感情を高めていくこととなった。

そして，成功したユダヤ系移民の子孫たちは，北

部や北西部，東部のロンドン郊外へと移っていっ

た。

　1950年代からは，新たにバングラデシュからの

移民がベスナル・グリーンにやってきて，かつて

ユダヤ系移民が暮らしていた通りに住み始めた。

ベスナル・グリーンからスパイダルフィールズに

またがる通りであるブリック・レーン（Brick

Lane）には，ユダヤ教会（synagogue）が存在し

ていたが，バングラデシュ系移民の流入によっ

て，イスラム教のモスク（mOSque）へと取って

代わることとなった（そこは！740年代にはユグノ

ーのプロテスタント教会として始まったところで

あった）。タワー・ハムレッツ区のバングラデシ

ュ人口は，1971年には約4，OOO人であったのが

2001年には65，549人にまで拡大しており，区の全

人口の3分の1を占めている（図4）（表2）。ま

た，スパイダルフィールズ地区だけでみると，全

人口の3分の2を構成している。当初のバングラ

デシュ移民は男性のみであったが，その後，家族

の呼び寄せや結婚などを契機に，1970～80年代に

かけては女性や子どもの人口が急増し，過半数が

世帯を構成する人口となった。また，大多数の子

どもが英国生まれである。一バングラデシュ系移民

は，したがって，戦後から現在に至るまで，イー

スト・ロンドンで最大のエスニック・コミュニテ

ィとなっている。

　タワー・ハムレッッはまた，イースト・エンド

の中心として下層の白人労働者や移民たちが集住

するスラム街であったがゆえに，労働問題に取り

組む労働組合運動や社会問題に取り組む社会改良

運動が展開されてきた地域でもあった。！9世紀後

半に「イースト・エンドのなかのイースト・エン

ド」（Fis㎞1an！988＝2）といわれたホワイトチャ

ペル地区の聖ユダ教会（St．Jude　Chapel）に赴任

したバーネット司祭（Samue1Bemett）によるセ

ツルメント運動と，その活動拠点であるトインビ

ー・ zール（Toynbee　Han）の創設（1884年），

そこでの協同組合運動の展開，妻がトインビー・

ホールの活動家でもあったブース（Charles

Booth）の貧困調査，貧困調査に協力したウェッ

ブ（Beatrice　Webb）の属したフェビアン協会の

社会主義運動など，後の時代がつ全世界に向けて

の大きなうねりとなった社会運動がここから始ま

った。そしてこうした運動は，19世紀末の労働者

階級への参政権の拡大や20世紀初頭の労働党の結

成へと結実し，アトリー（C1ement　Att1ee）やモ

ラント（Robert　Morant），スミス（Hubert　Smith），

ベヴァリッジ（Wi11iam　Beveridge）など多くのト

インビー・ホールの活動家が，戦後，労働党政権

における福祉国家の建設に貢献したのである。

　ユ980年代まで，タワー・ハムレッツの失業率や

貧困率，福祉への依存率は全国で最高であったが，

前述したサッチャー政権のLDDCによる大規模な
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（出所）Dench，G．et　aL（2006）

図4　タワー・ハムレッツ区におけるバングラデシュ人口の推移
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表2 地域別外国人居住者数 （2001）

皿thエ1ic　group LlBTH LAP肛ea1 LAlP趾ea2 LAP趾ea3

計 ］．96－095　（100％） 35，257　（／00％） 22，079　（］．OO％） 24，747　（］．OO％）

LAP㎜oa4 LA王趾脇5 LAP　a胞a6 LAP趾ea7 LAP趾ea8

23，310　（100％） ／9，252　（lOO％〕 22，689　（ユOO％） 23，959（1OO％） 24，802　（100％）

（注）

（出所）

ユ・W＝White，M＝Mixed，んキB＝AsianorAsianBritish，BBB＝B1ackorBlack
　　　British，CO＝Chinese　oエOther

2．LAP日re且については後述する。

2001Con昌us
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表3 タワー・ハムレッツ区の労働力
（work1ngage★）人口（2007）

クワ』・ハムレッツ ロンドン

鎮1」一・；

総計

」、」 _⑪票」．樽鯉」」

151，900　（70．6％）

」・ ｽ．鰍」・

早D⑧％・」・

　66．9％

★男性は1ト64歳，女性は16～59歳である。
（出所）ONS　mid－ye3rpoPu1ationestimates

表4 労働力人口における就業者層（Economically　active）の内訳（2007．7～2008．6）

クワ」・ハムレッツ ロンドン　　全国

総計

被雇用者

自営業者

失業者

就業者総数

81，300　（53．3％）

11，100　（　7．2％）

11，700　（11．2％）

104，400　（68．6％〕

59．3％

10．8％

6．3％

75．5％

64．7％

9．4％

5．2％

78．8％

★サンプル規模が小さく数値化できない。
（出所）ONS　a㎜ual　poPu1ationsmoy

妻5 労働力人口における非就業者層（Economically　inactive★）の内訳（2007．7～200a6）

タワー・ハムレッツ ロンドン　　全国

総計

求職者

非求職者

非就業者総数

7，900　（　5．3％）

39，400　（26．2％）

47，300　（31．4％）

6．9％　　　　　　5．5％

17．6％　　　　　　15．8％

24．5％　　　　　　21．2％

士専業主婦や定年退職者を含む。
（出所）ONS　mid－year　poPulation　estimates
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再開発によって，労働者階級の地域の様相は激変

した。カナダなどの外資系も含めた企業誘致によ

る大規模な商業地開発やレジャー施設，高層オフ

イス・ビルの建設などドックランズヘと変貌する

ことによって．いわゆるシェントリフイケーショ

ン（9entrificとtion）が進み，カナリー・ワLフの

高層住宅などで暮らす白人中産階級の若手エリー

ト層（middle－c1ass　yupPies／young　Pro危ssionals）

が流入してきた。これまで，外国人移民の流入に

伴い，旧来の白人労働者階級の家族が流出してロ

ーカル・コミュニティの基盤が崩れつつあった

が，こうした白人労働者家族から，独身や夫婦の

みといった新たな都市エリート層に取って代わる

ことによって，そのローカル・コミュニティの基

盤はさらに揺らいできている。このような都市エ

リート層は，旧来の白人労働者とは階層・家族構

成が異なるがゆえに地域資源や公共サービスに対

する二一ズも異なり，かつてのような貧困な白人

のコミュニティと大きなエスニック・マイノリテ

ィとが同じ二一ズを有するがゆえに生じたコンフ

リクトは，ほとんどみられない。むしろそのコス

モポリタン（cosmopolitan）一性は，移民を好意的

に受け入れる。しかし，こうした若い白人中産階

級の新住民は，職場や住居はタワー・ハムレッッ

にあるものの，それ以外の活動は地域外にあり

近隣関係にもほとんどコミットしない。したがっ

てタワー・ハムレッツは，いままた新たな社会階

層の分極化に直面しているといえる。なお，2007

年現在の労働者の状況は表3～5に示してい
る（3ヨ〕。

（3〕タワー・ハムレッツ区におけるLSPの展開

　タワー・ハムレッツ区のLSP（The　Tower

Ham1ets　Partnership：THP）は，住民，地方自治

体，議員，警察，PCT，公共サービス機関，VCO

などの参加の下に，2001年ユ1月から発足してい

る。THPは，コミュニティ・プラン（Community

p1an）と近隣地域再生戦略（A　Strategy　fbr

Neighbourhood　Renewa1）双方の目標を達成すべ

く，戦略的パートナーシップの下に協働してサー

ビス提供を行うとともにそρ成果をあげていこう

とするものである。前者のコミュニティ・プラン

は，2001年から2010年までのユO年プランであ

り（34〕．LAAのB1ockと対応させた5つのテーマ

（Co㎜mi岬anthemes）を設定して（図5），1

年ごとの目標設定とそのための具体的なターゲッ

トを数値で示し，さらにそれがどこまで達成され

たかが検証される（THP2007）。後者の近隣地域

再生戦略は88の指定地域に適用されるものであ

り，当区では2002年から2010年までの戦略とし

て，コミュニティ・プランのテーマごとのターゲ

ット・エリア（target　area）と目標計画を提示す

る（後述のCPAGs）とともに，地域ごとにフロ

ア・ターゲットに基づく諸問題（Cur［ent　iSSueS）

を提示し（後述のLAPs），それぞれの項目への

N㎜の配分とそのモニタリングの方法（①Leve1

of　Impact②Process　③Responsibi1ities　④

Timesca1e）が示されている（THP2002）。

　THPの目標は，上述の5テーマであるが，より

具体的には．①犯罪の減少と人々の安心感，②住

宅条件の改善，③汚染の減少と道路交通の改善，

④より良い医療・福祉（hea1th　ca．e　and　socia1

（33）本節の内容は，Denohetal．（2006）に依拠している。

（34）　なお，現在はTHPによって2020年までのコミュニテ

　イ・プランが作成されつつある。ここでは，20！2年に

　開催されるオリンピックやパラリンピックが視野に入

　れられている。また，LAAについても，前述したよ

　うに2008年度以降は新LAAに移行するため，当区で

　も新コミュニティ・プランとともに新たな枠組みが検

　試されてきている。そこでは，以下の4つの新たなテ

　ーマが位置づけられている。すなわち，①より良い生

活の場（A　Great　P1ace　to　Live：includi㎎housin9，

p1・ming，t。㎝・po・t　and　w。。t。），②活気あるコミュニ

ティ　（A　Prosperous　Community　l　oovering　1eaming，

wo．kI．s．n。。。。nd．nte印rise），③安全で協力的なコミュ

ニティ（A　Sa企and　Suppo廿ive　Co㎜unity：bringing

toget1ユer　support　fbr　the　most　vulnerable　residents　with

．o㎜u．ity　s．f卵issues），④健康なコミュニティ（A

Healthy　Community＝including　pub1ic　heaIth，a㏄ess　to

prim日rycareandm㎝ta1he且1th），である。
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コミュニティ・プランのテーマ

@Commu㎡tyP1an　Theme

安全な生活

kMng　Safely

健康な生活

k対ng　Weu

　繁栄の創造と分かち合い

Creating　and　Sharing　Prospe工ity

　　　学習，達成，余暇

Learning，Aohievement　and　Lei昌u正e

　優れた公共サービス

Exoe11ent　Pub1io　Services

Lん生の優先項目

@　LAAB1ook

安全でたくましいコミュニティ

rafer　and　Stronger　Communities

　　　　健康なコミュニティと高齢者

gealt］〕ie工Communiti鵬and01d0T　PeoP1e

　　　　　　　　経済開発と事業

doonomic　Deve1opment　and　Enterpri昌e

　　子どもと若者

Chi1dren　and　Young　PeoPle

　　　　　横断的テ』マ

　　　C正。ss－cuttin≡；theme昌

　・個々人に応じて／地域に応じて

・Making　it　Per昌。na1／Making　it　Loca1

　　　　　　　　（出所）THP（2007）をもとに筆者作成

因5　コミュニティ・プランのテーマとLAAの優先項目とのリンク

Ca・e）の提供，⑤地域への投資（inVeStment），⑥

より良い仕事と機会の創造．⑦多様なコミュニテ

ィの尊重と共生，⑧教育力の向上，⑨多様な芸

術・文化・余暇の機会の提供，が掲げられてい

る。また，THPの10原則として，①地域住民のよ

り創造的（C・eat1Ve）な活動，②成果と持続的発

展（sustainable　development）への着目，③サービ

スの改善と進歩，④多様性の価値と人々への配慮

（位eats　people　with　respect），⑤全ての人々の機会

（opportunity）およびアクセス（a㏄ess）の均等，

⑥社会的包含（SOCiai　inC1uSiOn）の促進と不利な状

態を打開する活動（actiontocombatdisadvantage）

⑦コミュニティ結合（commmi卯。ohesion）を支

援する取り組み，⑧協働のための新たな機会の創

造，⑨利用者重視（user允㎝sed）のサービスの

発展，⑩ローカル・コミュニティヘの反映，があ

げられている（THP2003）。

　THPは，図6に示すように3つの要素から構成

されている。

①ローカル・エリア・パートナーシップ
　　　（Local　Area　Partnerships＝LAPs）

　LAPは，区を8つの地域（1oca1area）に分割し

（図7ジ35〕，サービス提供に対してより住民の声

や二一ズを反映させるため，住民の代表者で構成

される運営委員会（LAP　steering　group）を開催

（35）20年前は4つの地区に分割されており，各地区は独

　　白の役場（townhall）や議員（council），福祉サービ

　　ス（SOCia1S帥iOe）を有していた。しかし，地区の端

　　の住民は，隣の地区の方が近いのに居住区のサービス

　　を受けなければならないという弊害があったため，ユ

つにまとめられたが，それも問題があり，再び分割さ

れて8つになった（2007年3月7日のAge　Concem

Tower　HamlotsにおけるChief　Executiveへのインタビ

ューによる〕。
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Tower　HamIets　P趾tne正畠hip

Loc鉦A胞a
P邊武ne工昌hip昌：

　　LκPs

　8つのLooal　．．．辞

　Aroaこと
しAP　S士eering

　　Group
（約12名で構成）

　Co皿m㎜並y
　　　P1a皿

A耐i01ユG正。up：

　　CPAG岳

5つのテーマごと

OPAG　S士。oring

　　　Group
（10～20名で構成）

P趾tm蝸hip
Man丑gemen止
Gmup：P］M［G

　Exeou士ivo

　　Board
（24名で構成）

8つのLAP日に1名
ずつ出席

5つのCPAG昌に2
名ずつ出席

PMG｛こ2名ヒ出席

THCENStoe正i皿gGm皿p

hnミmoo釦1d　Govom纈皿。o　G■oup
P工。gram　M目nager

Vol㎜t岬Sooto■Netwo正k目

L1vmg　wo11

COF

L1v1ng　Safety

Weavor畠Co皿munity　Tru昌t

Project　SupPort　Off三。er

Le目ming，Aohiovoment　and　Lei畠uro

Network　M副nager

Davenant　Centro

Creating　and　Sharing　Pro日pe正ity

Loc訓虹肋Ro昌pomoG■ollp呂

Netwo正k　Coordin3tor

Network　Coordinator

匝
回
匝
回

回
回
回
囚

Tower　Ham1ets　Comm皿皿i蚊Empowe正ment　Netwo正k

　　　図6　タワー・ハムレッツ区の地域戦略パートナーシップ

して協議するなかで，その地域の優先項目（key

priorities）を定め（2年間で3項目），効果的に

サービス提供や支援を行うための地域活動計画

（LAP　Action　Plan）を作成していくというもの

である。ここでは．パートナーシップ政策を通して

委託された主流サービス（mainStream　Se皿iCeS）

が，近隣地域の二一ズに合わせてアレンジし直さ

れていくことになる（shaping　orbending）（表6）。

　各LAPは2つの選挙区（ward）から構成され

（LAP1はwardが狭小なために3wardとなって

いる），6名の議員（Loca1Counci1or）がいる（36〕。

運営委員会は約12名で構成され，その内訳は，地

域住民とサービス提供者（Loca1Community
Vo1untaW　Group）の他に，議員，警察（Local　Police

Inspector），家庭医（Genera1Practitioner：GP），

PCT，区の福祉関係者（Loca1Youth　Worker）な
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（出所）LBTHの提供資料（肋row鉗肋〃弥Pα肋ε・岨伽・吻肋刊gτog召伽・）をもとに筆者作成

　　　　　　図7　ローカル・エリア・パートナーシップの地域割

ど行政機関の代表者も含まれている（37〕。運営委

員会は年に4～5回公開で開催され，例えばLAP

6の会議は以下のように進められている。

　運営委員会では，地域の二一ズは何か，どのよう

に支援するかなどについて取り組んでいる。優先項

目の長いリストがあり，この地域は貧困なので健康

が常に項目にあがる。犯罪もしばしば優先項目にな

る。若者の失業やストリート犯罪，低い教育達成度

などにより，若者も優先項目になる。Area　Directorと

そこの住民たちが，運営委員とともに優先項目リス

トに沿って活動する。私たちはリストにコメントを

記入して送り返し，優先項目を確定する。次に，そ

のエリアで活動する主要な連携組織（keypa村ners）が

誰かを調べ，どのようなプロジェクトを支援できる

かを一緒に考え，確定し，値を付ける。…10月の会

議で確定したことは，雇用などの経済活動，地域の

健康（1㏄al　health）の改善，福祉の3つの優先項目が

進んでいること，そして犯罪防止など地域の安全

（COmmunity　Safety）を発展させるこピそして会議

で話し合ったことに基づいて書類を作成し，活動が

進むと，どのような成果が出るかを考えていく。

（36）　タワー・ハムレッツ区の議員の構成は，労働党

　　（Labour　Party）が33名，保守党（C㎝semtive　P航y）

　が8名，リスペクト党（Respect，Equa岬，Soci且1ism，

　Peace，EnviIonmenta1ism，Communi吋の頭文字を取った

　左翼系のRespeot　Pa廿yは2004年に結成されている）が

　　6名，自由党（Liberal　DemocIat　Party）が4名，とな

　　っている。

（37）運営委員会のメンバーは，選挙で選ばれるわけでは

　ないため，ジェンダーやエスニシティ，ローカリティ

　が反映されるように，毎年入れ替わることが望ましい

　　とされている（2007年3月8日のL㎝don　Borough　of

　Tower　HamlotsにおけるPa血旧rship　Support　Teamの

　○揃。erへのインタビューによる）。

上207一



中西典子　　ロンドン・ インナーエリアにおけるコミュニティ ガバテンスの実相

表6 各LAPにおける優先項目
LAP　A■o目 優先項目（Prioritie昌〕2006－07and2007／08 コミュニティ．プランのテ］マ

（Com皿unity　PIan　Tho皿。）

LAP1 1．Impmving　ooordin目tion　of　oxi日ting30正vioe昌目nd　devoloping　now　mothod昌。f　i㏄目I　doliv日エy Exoo11ont　Public　S趾vioo昌

2．Improving　hoalth3nd畠。oi日1c日ro畠ervioe昌through　imro舶ed　a㏄e呂昌and　b日ttor　t肛geting　of Living　Wo11

p正。Ψi呂i01ユ Le目ming，Aohieve1皿ent呂nd　Lei昌uro

3．Moro　e冊。ctive　u呂。　ofoommunity　re昌。uroo菖目n〔1f目。i1itie昌to　promo拍。rimo　roduotion目nd Living　S目fely

impmve　the8nviron皿ent Cre3土ing3nd　Sh趾ing　Pro畠pority

4．Promotion　ofLAPユas目p1目。e　for　oro目七ing且nd昌h目正ing　pro昌pority

L生P2 1．Emp1oy皿ent目nd　ente叩ri昌e Cro目ting目1ユd　Sh目ring　Pro昌pority

2．Qu日1ity　of1oo目1environmont Li㎡ng　S目fe1y

3．He目1thie■oommunitio呂一young呂nd　o1de工peoP1o Learnin昌，Aohiovomont目nd　Lei畠uro

Livin呂We11

Exoo11ent　Publio　Sorvioos

LAP3 1．He目1th，e畠peoi且1Iy　he且Ithior1iving Living　Wo11

2．“ung　peop1目＿pathw目y畠to　t正目ining目nd　e皿ploy皿ent Cre目上ing3nd　Sh呂ring　Pro畠pority

3．Qu目1ity　of1oo目1onvironment＿olo目nor，畠目fer Li㎡ng　S且foIy

Loarning，Aohiovemont目nd　Loi昌um

LAP4 1．He目1th，o畠pod目11y　he目1thior1iving£or　women Living　WoIl

2．Oom皿udty　f目。i1itie畠with目n　o皿ph日昌i畠。nyoun昌poop1o目nd　p割thw目y昌士。　training　and Le趾ning，Aohi目vo皿。n上目nd　Loi昌ur巳

emp1oy皿ent Cre且ting且nd　Sh目rin菖pro昌po■ity

3．Qu且1ity　oflooal　environ皿。nt－cleanor，昌afer Living　S目fely

LAP5 1．B日ttorpro可i日ionof日ervioe昌foryoun昌poop1e Loar］ユing，Achi日v直皿。nt錺nd　Lei昌ure

2．Bottor　provi昌ion　of畠。rvioo昌fo■oldor　p昌。plo Exoe11e］ユt　Public　Servioos

3，Roduoingorimothmgh目ni皿pmodlnvim㎜onl Living　Safoly

LAP6 1．Young　PeoP1e　i］ユto　economio　activity Cro日ting　and　Sh肛ing　Pro昌pority

2．Improving目。oo昌昌to　ho目1th　o目ro昌。rvioo畠（with　p目r士ioular　olnph目昌i畠。n　I〕rimary　o目re） Living　We11

3．Reduoing　orime　through邊n　improvod　onvironment Living　Safe1y

L日aming，Achievemont目nd　Lei呂ur目

LAP7 ユ．Eduo目tion，且。hiovomont且nd　f日miIy1o肛㎡ng Le刮ming，Aohievement　and　L日i呂we

2．Promotion　ofho目1thy1iv三ng　for目11 nving　Wo11

3．Employmont，o畠pooi目11yofyoungPooPlo Cre目ting且nd　Sh趾ing　Pro呂pe正ity

LAP8 1．Ho目1th目nd　ho目1thy　living Living　We11

2、怖ung　PooPlo　into日duc且tion　and　empIoy皿mt Cro纈ting目nd　Sh目ringPro昌pority

3，Livo目bi1ity＿目畠u畠t且imi〕lo　oommuni士y　whoro　poop1o　w目nt士。1ivo L盟r］エing，Aohievoment且nd　Loi畠ure

Exoe■ent　Pub1io　Sorvioo畠

（出所）THP（2007） をもとに筆者作成

〈2008年3月4日，Brom1ey　by　Bow　Centreの医師

（LAP6の運営委員）へのインタビューより〉

　　上言己のArea　Directorは，LSPのために雇われて

いる地方自治体の職員（Of丘。er）として2LAPご

とに配置されており，運営委員会をサポートする

役割となっている。また，同様にNeighbourhood

Managerも各LAPに2名ずつ配置されている。各

LAPには，N㎜から毎年50万ポンドの予算が下

りてきており，Area　DirectorやNeighbourhood

Managerの給料もN㎜から支払われる（3呂〕。予算の

使途（どの団体にどれくらいの資金を配分するか

など）は，運営委員会の協議によって決定される。

また，その成果のモニタリングはProgram

（38）前・述のBromley　by　Bow　Contr巳の医師によれば，50

　　　万ポンドのうちの工2万ポンドは，地域の東端と西端に

　　　配置されている2名のNeighbourhood　Managerの給与

　　　になるという。Neighbourhood　Managerを経験したこ

とのある当医師は，その役割について，地域の優先項

目の確定やサービス提供において諸団体が協働するこ

とをコーディネートしていくことであると述べてい
る。
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Managerによって四半期ごとに行われ，区の

NeighboThood　Renewal　Monitoring　O箇。erに報告さ

れる㈱。

　各LAPには，また，地域の様々な問題に対処し

ていくNeighbourhoods　Teamが存在しており，例

えば，Sa免rNeighbourhoodsTeamであれば，ユ人

の警官（Sergeant），2人の巡査（Constab1e）、3

人の住民（Community　Police　Support　O冊。ers）で

構成され，地域の防犯や安全に取り組んでいる。

他にも．子どもや青少年の問題に取り組むYouth

Invo1vementTeamやAntisocia1BehaviorTeam，道

路清掃を行うLoca1Environment　Teamなどがあ

り，それに関わる地域住民や諸団体が集まって話

し合いをしている。LAP6でこうした活動に住宅

協会（Housing　Association）から参加しているあ

る運営委員は，以下のように述べている。

　私たちは，Pop1ar地域においてNeighbourhood

Managementを提供している。それはパートナーシッ

プのユつである。パートナーシップ政策が行う重要

なことは，人々を同じ地域で活動させることであ

る。同じエリアで協働することによって，そこで問

題が生じても対処することができる。…今朝，私た

ちは，犯罪（hotspots）や薬物（dnlgs）の問題を話し

合った。地域住民に，何が起こっているのかもう少

し気づいてほしいし，犯罪が起こる問題状況を把握

し，その対応策についても知ってほしい。それがこ

のオフィス（BowPo1iceStationの2階…筆者）を持っ

た理由。誰も常時ここにいないので，ある意味では

バーチャルなチームだが，警察は下の階にいて，数

名の人々がここにいる。金曜の朝は皆集まって，少

なくとも週1回の会合をしている。

〈2008年3月7日，Pop1ar　HARCA（Housing　Association）

のArea　Director（LAP6の運営委員）へのインタビュ

ーより〉

他にも，各LAPでは，地域の優先項目をテーマ

としたイベントが年4回行われており，地域住民

相互が知り合え，普段は運営委員会の会議に参加

しないような人々が関与するきっかけづくりが行

われている。

　②コミュニティ・プラン・アクション・グルー

　　プ（CommunityPlanActionGrouP：CPAGs）

　LAPが地域ごとであるのに対し，CPAGは，コ

ミュニティ・プランに対応した5つのテーマごと

につくられる運営委員会である。表7は，5つの

テーマとそれぞれのテーマの優先項目を示したも

のである。CPAGの優先頃昌は年度初めに決定さ

れ，その下でLAAのなかのユ98のターゲットに匹

敵するものが選定される（40）。

　各CPAGは，地方白治体やPCTの最高責任者

（Chief　Executive），ロンドン警察庁における特

別区の長官（Bor㎝gh　Commaエ1der）など行政機関

のトップ層（senior　peop1e）と，民間企業．VCS

の役職者層で構成され，年に5回の会議を開催し

ている。そこでは，5つのテーマを国家レベルの

政策と付き合わせて調整し，それぞれのイシュー

に関して，例えば，PCTやVCOがどのように関わ

っていくのかなど，区全体の組織やサービスを横

断した幅広い視野からサービス間の調整が行われ

る。したがって，LAPが，地域の二一ズや細かな

問題点を取り上げて草の根の具体的なサービス提

供を形作るのに対し，CPAGは，サービス提供や

サービスの質，サービスの期間など総合的な決定

とともに，新しいアイデアの発案やイニシアティ

ブを取っていくという，コミュニティ・プランの

戦略的なマネージメントを担う機関として位置づ

けられている（如〕。

　CPAGには，N㎜からテ］マごとに200万ポン

ドの計1，OOO万ポンドの予算が下りており，それ

を各テーマにおけるいくつかの優先項目に見合う

かたちで配分し，それぞれのサービス提供団体に

（39）　2007年3月8日のL㎝don　Borough　ofToweT　Ham1ets

　におけるPartnership　Support　TeamのOfOoerへのイン

　タビューによる。

（40）2008年3月3日のTower　Hamlets　P餉皿ershipにおけ

　るDirectorへのインタビューによる。
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表7 CPAGの5つのテーマにおける優先項目
Li向皿呂S拙。ly

Roducing　orime　and　tho　f畠ar　of　crim0

Taok1ing　anti・昌。cia1behavio正

I1］ユproving　comlユ1unity菖日fety

Combating　raoiaI　har舶昌皿ent

Reducing　drug　mi昌u昌e

En畠uring　ju昌tice　for　young　PeoPle

Reducing　PolIution　and　traffio　oonge畠tion

Making昌troet畠。1舶ner

Cre目ting　a　we1ooming　and畠u畠t目in且b1o　environment

Li向皿g　We1工

Pr0T＝ding　deoent　housing

Promoting　h巳31thy　living

Improving日。ce昌昌to　hea1th日nd昌。oi日1oare

SupPort　for　chi1dren　and　young　PeoPIo

C趾ing　for　older　pooP1e

Impro㎡ng　a㏄e昌昌to畠ervioe畠目nd呂upPo正t　for　peoPle　with　di昌註bi1itio畠

○正e乱ti皿g　a皿d　Sh丑ri皿昌P正。spo■ity

Promoting　re昌eneration日nd　renowa1

Reducing　Pov日rty

Pro皿。ting　inward　inve畠tInont

SupPo工ting　local　busine日日deve1op皿。nt，ino1uding　Third　Sootor　capacity　building

Improving　emp1oyment　and　tra士ning　opPortunitie畠

Inoreasing　touri呂m

SupPorting　PoopIe　for　WeIfaro　to　Work

Le趾皿㎞g，AoHevo皿e皿t　a皿d　Lois㎜1e

Providing　ear1y　year畠and　p1ay昌ervioo昌

Rai畠ing刮。hievement　in畠。hoo1畠

Cre目tin昌。pportunitie畠fo正po畠t－16educat王。n　and　training

Encouraging1ife1ong－earning

Eng日ging　young　PeoPle

Improving1ibrary　and　information昌ervice昌

Improving3cce昌昌to　the品玉t畠and　celobrating　cuIture

Improving　Iei昌ure　faci1itie昌，昌port昌and　recro且tion　opPortunitio畠

1≡】xce■ent　P111〕lio　Se㎞oe目

Joi㎡ng　up　Pub王ic呂。rvioe冨、mo正。　re昌pon昌iveto　u畠erneed呂

Enab1ing纈workforoe　to　re打。ot　the　oommu㎡ty

Providing　aoce昌昌ible昌ervioe目

Communicating　a］ユd　infor皿ing

M日naging　and　re向ewing　Porfor皿anoe

Con畠uIting　withu舵正畠

（出所〕LBTHの提供資料（肋刀。w研肋m∫弥ア耐〃酬伽1
　　　　　　をもとに筆者作成

物・励gτ・g・伽ア）

（4ユ〕CPAGのような中間規模の機関はSec㎝dTierといわ

　　　れている。Sec㎝d　Tierは，ある程度の水準レベルのサ

　　　ービスを提供できる自立した組織で，委託契約を行う

　　　ことができる。このような力のある組織は，本来はネ

　　　ットワークを築く必要一性はないものの，Cross－Seotor

　　　NetworkingやIntra－Sector　Networki㎎には欠かせない

存在となっている。なお，First　Tierは，草の根レベ

ルの小規模な個々の組織であり，Sec㎝d　Tierは，申

規模な組織あるいは地域レベルでの中問支援組織，

Third　Tierは，大規模な組織あるいはロンドンや全国

レベルでの支援およびネットワーク組織，である。
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委託していくことになる。このなかには，例え

ば，区全体でGP診療時間の延長への二一ズがあ

り，2年間はそのための費用をN㎜から支出して

いたが，その後，PCTがそれを主流サービスにし

て独自予算で支出するようになった例や，Safer

Neighbourhoods　Teamについても同様に，当初は

N㎜から支出していたものが，現在では警察の独

自予算で支出している事例があるω。このよう

に，CPAGは，当初の二一ズを発見し，その対処

について各団体に橋渡しし定着させていくという

役割も担っている（43）。

　また，LAPと同様に，成果のモニタリングも行

われている。モニタリングは，前章で述べた信号

灯システムが採用されており，当区の公表してい

る　“NeighbouThood　Renewal　Funding　Programme：

End　of　Year　Repoれ2006／07”および“Amua1

Report＝S廿a迂egic　P1an2007／08”では，緑（良好

で適切に費用が使われている），黄（やや問題が

あり，何が障害になっているか確かめてプログラ

ム自体は進める），赤（立ち返って計画を見直す）

の3分類で評価されてい㌫しかし実際の評価

は，区のProjectManagerやProgramManagerを通

じてRenaisi（TheUrbanRenewa1Company）とい

う外部の民間コンサルタント会社に委託されてい

る〔44〕。

③パートナーシップ・マネージメント・グルー

　　プ（PartnershipManagementGrouP：PMG）

　PMGは，LSPの目標に即してそれぞれのパート

ナーシップが十分に機能しているか，目標が達成

されているか，また，LAPにおいて地域住民や諸

団体が参加しているか，CPAGにおいて中央政府

の戦略と地域の戦略とが効果的に調整されている

か，中央政府のフロア・ターゲットが達成されて

いるか，政府資金も含めた諸資源が有効に利用さ

れているか，コミュニティ・プランと近隣地域再

生戦略の目標に向かって進んでいるか，などにつ

いて概観し，監査する。機関として位置づけられて

いる。

　PMGは，一24名のメンバーで構成されており，

その内訳は，2つのLAPから1名ずつの計4名の

地域住民，それぞれのCPAGからの代表者計5

名．，3名の議員，タワー・ハムレッツ区のChief

Executive，PCTのChief　Executive，ロンドン警察

庁のBorough　Commander，後述するCENから推薦

を受けたVCOのメンバー2名，イースト・ロン

ドンの企業協議会（East　London　Business

A11ian㏄）から推薦を受けたビジネス・メンバー

2名，教会グループ（Faith　Groups）から推薦を

受けたメンバー（Faith　Community）2名，タワ

ー・ nムレッッ住宅協議会（Tower　Ham1ets

Housing　Fomm）の議長（Chair），若者の代表者

（Youth　Members）2名，となっている。

3　タワー・ハムレッツ・パートナーシッ

　プ（Tower　Hamlets　Partnership1THP）

　とボランタリー・コミュニティセクター

　（VCS）

（1）タワー・ハムレッツ区のコミュニティ・エン

　パワーメント・ネットワーク（TowerHamlets

　Community　Empowerment　Network＝THCEN）

　第1章で述べたように，CENは，中央政府のイ

ニシアティブによって88の荒廃地域を対象に設け

（42）2008年3月3日のTower　Hamlets　Partnershipにおけ

　るDireotorへのインタビューによ乱

（43）逆に，例えば，PCTが独自に持っている予算につい

　て，コミュニティ・プランの優先事項と適合すれば，

　CPAGを通して委託先を決定する場合もある。また，

　委託契約の際のインタビューのガイドラインもCPAG

　が提供している（2007年3月9日のTower　Ham1ets

　Comm㎜iリEmpowe㎜ent　N肺。rkにおけるNetwork

　ActionPlamerへのインタビューによる〕。

（44）　2007年3月8日のLond㎝Borough　ofTower　Ham1ets

　におけるPa廿nersbip　Support　TeamのO冊。erへのイン

　タビューによる。なお，R㎝aisiが公表している“The

　Tower　Hamlets　P航nership　Neighbourhood　Renewal

　Fund＝End　of　ye趾report2005／06’！では，緑・黄緑・

　黄赤・赤で示されている。
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られた機関であり，各地方白治体エリアのCVSに

設置されることとなっている。タワー・ハムレッ

ッ区のCVSはコミュニティ・オーガニゼーショ

ン・フォーラム　（Community　Organisation　Forum：

COF）であり，COFは，①VCOの運営方法や事業

計画，会計などに関する個別相談を行う部門

（CapacityBui1di㎎Depa血ment），②ボランティア

の育成を行うボランティア・センター
（Vol㎜teeringCent．e），③ネットワーク（network－

i㎎），の3部門から構成されており，タワー・ハ

ムレッツ区のCEN（THCEN）は③に新設された。

　LSPにおけるTHCENの役割は，一つに，当区

に存在する中小規模のVCOの財政的・活動的支

援を行うことにより，その能力形成とともにサー

ビスの質を向上させ，公共サービスの提供者とし

て相応しい水準に引き上げていくこと㈲，二つ

めに，LSPにその代表者を送り，草の根の活動に

従事している経験やアイデアも含めてVC0の声

をCPAGの意思決定に反映させること，にある。

地域に根ざすVCOの参画は，サービスの受け手

の視点に立った公共サービスの改善や，サービス

の説明責任（a㏄ountab11ity）を図っていくことに

も貢献し得る。とりわけ当区では，人種・民族的

な多様性（multi－ethnic　community）があるため，

コミュニティの現状を認識しそれらを橋渡しして

いくことは重要となる。

　THCENはメンバーシップ制であり約350の会員

が登録している。会員になるためには，①当区で

活動するVCOであること，②現理事のリストを

提出すること，③組織の規約（コピー）をCENに

提出すること，が必要となっている。また，N㎜

から下りてくる資金（Community　Chest　Fund）は

各VCOに助成金（50～5，OOOポンド）として配分

されるが，その配分においては，会計報告の後，

公平に配分されているか，資金が効果的に使われ

ているかなどを確かめるための公開討論会

（Residence　Panel）を開くとともに，LAP内で重

複する活動がある場合には統合を促してより多く

の組織へと配分できるようにし，年間約95団体が

配分の対象となっている㈹。

　THCENの構造としては，図6のように，①運

営委員会（THCEN　Steering　G．oup），②ボランタ

リーセクター・ネットワーク（Vo1untary　Sector

Networks），③ローカル・エリア・グループ

（LocalAreaResponseGroups），の3層から成り

立っている。①は，LSpとVCSとの情報交換や

THCENとしての意思決定をする機関であり，

VCSの代表として毎年選挙で選出される24名のメ

ンバーで構成されている㈲。②には，4つの事業

（⑤Livingwell：health，housi㎎andsocia1ca・e⑤

Living　sa托ty：crime　and　environment　OLeaming，

Achievement・ndLeisure11eami㎎andleis！lre④

Creating　and　Sharing　Prosperi蚊：employment，

business　andregeneration）があり（THCEN2005），

それぞれに関連したサービス提供を行っている

VCOやその事業に関心を持つVCOがそこに所属

し，それらがネットワーク化（相互に知り合い協

議していく場の形成）することで，効率的なサー

ビス提供や問題解決に向けての迅速な対応が可能

となる（4昌〕。④はCOFを通じて他の組織に委託

（45）例えば，PCTが，保健指導員計画（Health　Trainers

　initiatiVe）の委託を検討していた際に，その経験や知

　識を持っているVCOを推薦することができ，委託金

　90万ポンドの契約が成立した例もある（2007年3月9

　　日のTower　Hamlets　Comm㎜ity　Empowo㎜ent　Network

　におけるN舳。rk　Aotion　Plamerへのインタビューに

　よる）。

（46）対象となるVCOの選定にあたっては，VCOから提

　出された申請書をもとに審議される。小規模ゆえに銀

　行口座を持っていないVCOにはその開設の支援を行

　い，パーソナル・コンピューターを持っていなければ

　提供も行っている。

（47）委員会のメンバーは，タワー・ハムレッツ区のサ］

　ビス提供について多様な知識を持っているが，各自の

　組織ではなくあくまでもCEN（そしてLSP）を代表し

　ているのであり，それを証明するために，就任時には

　宣誓書へのサインが必要とされている　（2007年3月9

　日のTower　Ham1ets　Community　Empowerment　Network

　におけるNetwork　Acti㎝PIanneTへのインタビューに

　よる）。
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（subcont．act）し，⑤はブリック・レーンでエス

ニック・マイノリティのコミュニティを対象に職

業訓練サービスを提供しているweavers
community　T．ustに，0と⑥はホワイトチャペル

で若者向けのサービスを提供しているDavenant

Centreに委託しており，このようなサブ・オフイ

スを設けることによって枝を広げ，より多くのグ

ループにアクセスできるとされている。③に関し

ては，周辺的かつ不可視的なグループ（hard　to

reach　group）への支援であり，THCENへのアク

セスやLAPの会合およびイベントヘの参加を促し

ていくことが主な役割となっている（4日）。一例と

しては，若者をコミュニティ・リーダーにするた

めのプログラム（Commun吋Leaming　and
Leadership　Progmm）があり，ここでトレーニン

グを受けた若者が，地域活動家（lO㎜unity

aCtiViSt）として他の団体と協働しながら現状を認

識し，LAPやCPAGの運営委員会にも参加して，

発言力の弱い若者の声を反映させていくという取

り組みも行われている。

　なお2007年度からは，THCENは運営委員会お

よび住民投票によってCOFから独立し，新LAAの

もとで再スタートすることとなっている。

（2〕中間支援組織としてのボランタリー・サービ

　ス協議会（Council　for　Voluntary　Service＝

　CVS）の果たす役割

　タワー・ハムレッッ区のCOFは，VCOを支援

し発展させる機関としてユ98ユ年に設立されてい

る。組織としては登録チャリティであり，有限責

任会社（Company　Limited　by　Guarantee：CLG）

の法人格を有しているが，地域のVCOを会員と

して構成される非営利組織である。VCOの支援

という点ではCENと同様であるが，CENの主要な

役割は，LSPの一環として，個々の住民やVCOが

意思決定に問われるようにしていくことであるの

に対し，COFは，LSPに関わらず個々のボランテ

ィアやVCOがエンパワーメントしていく方法に

ついて具体的なアドバイスや情報を提供したり，

VCOの声を政府に代弁（advocate）していくとい

う役割を担っている。

　COFは，タワー・ハムレッツ区のVCOの代表

から成る運営委員会（ManagementCommittee）の

下に，①管理・運営チーム（Central　Team＝

communications，ne肺。rks　and　aヒ㎞inistration）．②能

力形成プログラム（Capaci収Bui1ding　Programme），

③ボランティア・センター（Volunteer　Centre

Tower　Ham1ets），の3部門によって構成されてい

る。①は，会員であるVCOのウエブ’スペース

や月刊誌（Forum　Newsletter）の発行などの広報

やキャンペーンの他，4つのネットワーク（④

Hea1th＆s㏄ia1care　Fo㎜m⑤Inter舳h　Fomm　O

VoluntaW　Sector　Children＆Young　Peop1e　Forum

④Tower　Ham1ets　In丘astmc血re　Ne1work）を形成

しく50〕，最良の活動実践（Best　Practi㏄）や資金調

達（沁ndraiSing）面での交流を図ってい乱②は，

VCOがコミュニティでの活動やサービス提供を

行い，活動資金を調達できるような方法やVCO

（48）　テ」マ別のネットワ」クでは拾い上げられないもの

　があるという認識の下で，特定のコミュニティの二一

　ズに関わるCommunityBasedNetworkも新しく立ち上

　げられた。例えば、ソマリア人は，当区ではバングラ

　テシュ人に次ぐ2番目に大きなエスニック・マイノリ

　テイであるが，その二一ズが行政に届いていないとい

　　う声もあり，ソマリア人のネットワークをつくり，そ

　　こにゴーディネータを配置して，トレーニングや能力

　形成を図って行政にアクセスしやすくすることも行わ

　れている（2007年3月9日のTowerHamletsCo㎜uniウ

　Empowe㎜ent　N肺。rkにおけるNe榊。rk　Aotion

　P13㎜erへのインタビューによる）。

（49）　タワー・ハムレッッ区は人種構成が多様なだけに，

　小規模なエスニック・マイノリティは不可視化されや

　すい。そのため，小規模グループを発掘するために，

　LAPを通じてある組織を訪問し，そこから手づる式に

　探し出していくという方法が取られている。これに

　　よって全ての中小規模のグループが拾い上げられてマ

　　ッピングされ，VCSの団体録（directory）が作成され

　ることになる。（2007年3月9日のTower　Ham1ets

　Community　Empowe㎜ent　Ne耐。rkにおけるNe応・ork

　AotionPla㎜erへのインタビューによる）。
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の持続的な発展へのアドバイスを行うというもの

である。COPのCapacityBuilding　Managcrは，そ

の内容について以下のように述べている。

　地域や近隣レベルで提供されるサービスのギャッ

プがあるときに，たいてい組織が立ち上がる。…草

の根から立ち上がったチャリティやボランタリーセ

クターは，様々な要因で突然に解散したりもする。

これは，資金の欠如や組織の主要な目的を確定でき

ないことなどに起因している。…彼らは様々な資金

提供者にアプローチするが，常に，身元保証人がい

ない，政府の書類を持っていない，アソシエーショ

ンとして組織されていないなどの理由で断られる。

・それゆえ，彼らに対し，VCOに資金提供するた

めに設立された」歴史のあるCharitab1e　Trustや

Foundationへのアクセスをできるようにする。…まだ

セルフ・ヘルプ状態で組織されていないグループが

たずねてくると，組織化するためには規約や政府の

書類（法に基づいた書類）が必要であるとアドバイ

スする。政府の書類はグループの活動指針やルール

が記載されている。誰が理事（Goveming　Body）にな

るか，議長になるか，会計（TreaSurer）になるか，事

務局（S㏄retary）になるかなど。資金提供者は，組織

の戦略的な方向性を確定することを求める。資金の

調達やサービス提供に関する規約のなかにルールや

規定を持つこと，それは信頼を築くことでもある。

　資金調達に関しては，限られた資源のなかで

は，地域の二一ズを確定し，同様の活動やサービ

ス提供を行っているグループとの重複を避けるこ

とが重要となる。

例えば，10，000ポンドの資金のプロジェクトを3

つの組織で行うと，それぞれは3，500ポンドほどで活

動しなければならない。1組織で10，OOOポンドの方

が，3組織が同じ地域で同じ人々に同じような活動

やサービスを提供するよりも，長期的には効率的で

コミュニティにも良いインパクトを与える。…過去

2～3年間に，ロンドンで25％のVCO，チャリティ

の増加があった。しかし資金や資源の総額は変わっ

ていない。つまり実質減少している。資金が，伝統

的な方法から，よりターゲットを絞った方法にシフ

トしてきている。資金提供者は，成果を重視する。

したがって，二一ズを明確にしてきちんと提供しな

ければいけない。短期・長期双方でみて，どのよう

な基準でどのような成果を出せるサービス提供をす

るのかという計画書（proposa／）を送らなければなら

なくなっ七資金提供者の例として，City　Par㏄hia1

PoundationやBuilding　Bridge　by　the　City　Bridge　Trust

がある。彼らは，過去2年間で助成金がどのように

使われたかレビューしている。…私たちがCapacity

Bui1ding　Teamで強調するのは，二一ズの把握であ

る。それを知らなければ，組織をなぜ立ち上げるの

かわからなくなる。サービスの種類や目的もわから

なくなる。人々を援助したいので組織を立ち上げる

というケースもあるが，どのように援助するのか，

なぜ援助したいのかを知らなければ，組織を支援す

る他の人々を納得させることができない。新しい組

織では，少額のお金しか得られない。小規模かつ短

期のプロジェクトでは2，OOO，5，OOO，10，000ポンド

程度であり，また，他の組織と競争になる。新しい

組織を立ち上げるエネルギーを使う代わりに，既存

の組織に存在しているエネルギーを利用するように

言っている。多くのボランタリー組織は，ボランテ

ィアを必要としている。既存の組織に行って活動す

ることは，社会的でありかつ経済的でもある。長い

（50）⑤の宗教間ネットワークは，人種・民族構成が多様

　な当区では重要であり，とくに近年では，ムスリムや

　ヒンズー，キリスト教など信仰に基づくグループが増

　如している。その多くの組織が，社会的な信頼を得る

　ためにチャリティ資格を取得してきており，政府も，

　こうした宗教を軸としたコミュニティの特殊な二一ズ

　に注目し始め，DCLGが支援する基金（Comm㎜ity

Dovelopment　Foundation）からも，C乱pacity　B1ユilding

Fu・dなどの資金提供が行われている。また，④は，

VCOの中問支援組織のネットワークである（2008年

3月1日のConsu1tanttothenot一色r－pro丘tandvo1untary

sectorへのインタビュー，および2008年3月4日の

CommunityOrganisationForumにおけるCapacity
Bui1di㎎Mamgerへのインタビューによる）。
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間活動していたら，地方自治体や中央政府，Private

S㏄tor　Charitab1e　SectorなどのStakehoIderから信頼を

得ることができ，より多くの支援を得ることができ

る。

　また，タワー・ハムレッッ区のVCOは，大多

数がエスニック・グループで小規模であるため，

パ」トナーシップで活動することも，情報や知

識，スキル，経験の共有などで重要となっている。

　私たちは，大・申規模の組織が小規模組織とパー

トナーシップで協働することを勧めている。大・中

規模の組織は，区全体で活動しており，排除されて

いる人々や情報にアクセスできない人々，支援機関

にアクセスできない人々の存在など，草の根レベル

には必ずしもインパクトを与えていない。したがっ

て，大規模組織がアクセスしないコミュニティの隙

間（niche）を埋めるような活動をしている小規模の

一グループと協働することによって，周縁化された

人々にアクセスできる。

　しかしながら，こうしたパートナーシップは奨

励されながらも，現状ではなお難しい点があるこ

とも事実である。

　それは必ずしもうまくはいかない。VCSは大変競

争的で，協働においても大・中規模の組織は傲慢に

なる。自分たちはエキスパートで能力もあるのに，

なぜ小さいグループと協働しなければならないのか

となる。けれども，中央政府や地方自治体は，こう

したパートナーシップを主張している。例えば，昨

年できたThe　Advi㏄Semices　Commissionは，一般

的・専門的アドバイス活動を提供するグループに委

託契約しており，その基準の一つは，いくつかの組

織とパートナーシップで協働しなければならないと

いうことである。こうしたコンソーシアムのグルー

プは，サービス提供などにおいて標準（Sta皿dard）を

達成（qua1町　mark）し，効果的なアドバイス・サー

ビスができることが求められる。小規模な組織はそ

のようなスタンダードを達成できる能力はない。し

たがって，こうしたコンソーシアムは協働のステッ

プだとしても，実践的なレベルでは作用しない。

〈2008年3月4日，Comm㎜ity　Organisati㎝Fommの

CapacityBuildingManagerへのインタビューより〉

　③は，ボランティアの希望者とボランティアを

必要とするVCOとを結びつける仲介業務や，ボ

ランティア・マネージメントのアドバイス，多様

なトレーニング・コースやワーク・ショップの提

供，ボランティア・コーディネーターおよびボラ

ンティア・マネージャーのフォーラムなどの開催

を通してVCOの支援を行う部門となっている（ヨ1〕。

2007年度は，傘下の287のVCO活動を支援し，そ

の58％がBMEからの組織化，23％が女性支援組

織（Women’s　Support　Organisations），19％が障害

者支援組織（Disabi1ity　Suppo廿Groups）であり，

また，イースト・ロンドンのVCO支援ネットワ

ーク　（The　London　East　Action　for　Deve1opment：

LEAD）を通じて，VCOにトレーニング・サービ

スを提供している組織（Vo1mtary　Sector－Training

Providers）68の支援などを行ってきたω。

　タワー・ハムレッッ区では，COFを中心にし

て，表8に示すようなVCOを支援する基盤組織

（in丘aStnlC血re）のネットワークがつくられてい

る。このネットワークは，第1章で述べた中央政

府のCUプログラムに対応していくものであ

り，2004～20ユ4年度の10年プランで，“The　Tower

Hamlets　In舳stmcture　Network：THlN”として立

（51）現状では，ボランティア・マネージャー（vo1unteer

　manager）は，週25時間以下のパートタイムが主であ

　　り，職業の肩書きがなく賃金も低いために人々を惹き

　つけることは難しいが，VCSのなかでは，ボランテイ

　ァ・マネージメント（VO工unteer　management）が専門

　職（prof巳ssion）として認識されつつある（2008年3

　月4日のVoIunteer　CeIltre　Tower　H日mlet昌のTraining

　and　Best　Practice　Workerへのインタビューによる）。

（52）2008年3月1日のConsultanttothenot－for－pro丘t且nd

　VOIuntarySeCtOrへのインタビュ］による。
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表8　VCOを支援する基盤組織（infrastructure）のネットワーク

能力形成　Gene凶Capaci蚊Blli工砒1g 労働力の育成　Wo拙。rceDeve1opment

Community　Organisations　Forum LEAD

Counci1ofEthnic〕M1inority East　Lonaon　Techno｝ogy　Training

Vo1untary　Organisations Leaside

Community　Hubs

New　Beginnings　Com皿unity　Initiatives

Tower　Ham1ets　Co11ege

ボランティア支援　Vo1unteer　Suppo武 子どもと若者　C11i1ホen＆YoungPeop1e

Vb1unteer　Action　Tower　Ham1et昌 PIayAssociation　Tower　Ham1ets

IsIand　Advice　Cent工e Ear1yYears　Network

Vo1untary　Sector　Chi1dren’s＆Youth　Forum

高齢者　O1de正People アドバイス機関AdviceAge皿。ies

Age　Concern Tower　Ham1ets　Law　Centre

He1p　theAged Lega1Advice　Centre

Disabi1ity　Law　Service

地域どジネス　Commmity趾t岬正ise 土地・建物　P■emises

CooPerative　Deve1opmentAgency Leaside

Spita工且e1ds　Sma11Business　Association BASAC

Ethnic］M［inority　Enterpエise　Project Environment　Tmst

Cu1turaHndustries　Deveユ。pmentAgency Sett1ements

Account3

Leaside　Regeneration

Brome1y　by　Bow　Centre

（出所）THIN（2005）をもとに筆者作成

ち上げられている。このプランでは，①質の向

上，②VCOによるサービス提供の支援，③対話

（co㎜unication）と協同（1ooplration）の発展，

を通じて，公共サービスを提供するVCOの能力

形成を図っていくことがめざされる。そのため

に，VCOに対する委託契約プロセスヘの助言，

THPとの協働，技術的な支援の提供などが提起さ

れている（TH1N2005）。

　なお，COFは，こうしたCUなどの政府資金と

ともに地方自治体や民間の基金（Private　Funding

Bodies　or　Tmsts）から資金調達していたが，2008

年6月にロンドンの政府事務所（Govemment

○閉。e的r　London＝GOL）の監査により，あるプ

ロジェクトに対する資金の重複が指摘され，

GOLからCOFに酉己分されている資金の全額（25万

ポンド）を返還することが求められた。COFにと

っては返還が可能なほどの資金的余裕がないた

め，同年8月，COFの理事会によって自主的に閉

鎖することが決定した。上記③のVolunteer　Centre

については別組織として独立して従来の機能を継

続することとなり，上記②のCapacity　Bui1ding

Programmeについてもスタッフを含めて引き継ぐ

こととなったが，後者については，既存のプロジ

ェクトが続く限りの緊急避難的な措置とされてい

る（53）。ともあれ，C0Fがタワー・ハムレッッ区

のCVSとして，27年間にわたって地域のVCOに

貢献してきたことは事実であり，COFに代替し得

るような機関を早急に整えていくことが当区にお

ける差し迫った課題となっている。

一2ユ6一



地域創成研究年報第4号（2009年）

13〕ローカル・コンパクトとコミッショニング

　　（Commissioning）

　タワー・ハムレッツ区のコンパクトは，
“Working　Toge士her’’といわれており，地域にお

ける政府セクター（The　StatutoW　S㏄tor）である

しBTHおよびPCT，警察と，サード・セクターで

あるVCSや社会的企業，協同組合，コミュニティ

で活動している宗教組織などと，そしてTHPと

が，タワー・ハムレッツ区で暮らし働いている全

ての人々の生活の質を高めていくために，ともに

活動していくという理念の下で，2004年に締結さ

れている。そこでは，共有原則として，①相互の

信頼（M面a1Respect），②質の高いサービス

（Qualitysewices），③自立（Independence），④責

任（Responsibility），⑤協働（Joint　Working），が

あげられるとともに，それぞれのセクターが果た

す役割，問題解決の方法，今後に向けて配慮すべ

きいくつかの実施基準（他nding，black　md　et㎞ic－

minority　　organisations，exc1uded　　communities，

women’s　groups，Promoting　user－centred　se耐i㏄s，

etC．），などが列記されている。とくに資金提供面

では，第1章で述べたFCRや透明かつ簡素化され

た資金プロセス，サービス計画における協議など

が合意事項として掲げられている。

　サード・セクターへの資金提供は，とりわけ

2002年に発表された財務省のレビュー以降，かつ

てのような補助金（grant）から公共サービスの

委託契約（COmmiSSiOning）を前提にして行われ

るものへとシフトしてきている。タワー・ハムレ

ッッ区では図8のようなサード・セクターへのコ

ミッショニングの実施基準が規定されている。コ

ミッショニングは，単なる委託ではなく循環的な

ものとされるが（図9），現実はなかなか理念ど

おりにはならないようである。コミッショニング

を受けているのは大規模な組織であり，そうした

組織の下請けとして小さな組織が利用されている

現状がある。タワー・ハムレッツ区において，公

共サービスを提供する組織のために支出された金

額（procurement）は3億2，800万ポンド（2007年

度）であり，そのうちの約52％が，9，300のサー

ビス提供組織のうちの100組織に支払われてお

り，約18％が地域のサービス提供組織に支出され

ている。したがって，全支出の約5！％が約1％の

サービス提供組織にのみ．全支出の約80％では約

5％のサービス提供組織にのみ支払われているこ

とになる。また，56のサービス提供組織にユOO万

ポンド以上が支払われ，4，374のサービス提供組

織にはユ，OOOポンド以下の支出でしかない。要す

るに，政府からの資金提供は，少数の大規模な組

織で占められているということである（54〕。前述

したCUの資金についても，小規模な組織には直

接配分されないため，組織の継続や能力形成は重

要であるものの，小規模組織にとっては活動資金

がなければ意味がないという批判もあげられてい

（53）COFの閉鎖は，2008年10月に調査で英国を訪れた中

　島智人氏（産業能率大学）が，上述したCOFのコンサ

　ルタントで，新しいVo1unteer　Centreの理事（Tmstee）

　　として就任することとなったD氏から聞いた情報に基

　づいている。D氏によれば，COFはここ数年，Chief

　EX㏄utiVeのリーダーシップが不十分でありマネージ

　　メント上の問題を抱えていた。LBTHとの関係もさほ

　　ど良好とはいえず，LSPのPMGへもあまり参加してい

　　なかった。しかし，GOLの補助金の使途（とくにMatoh

　F㎜di㎎）についての規定はあいまいであるため，GOL

　が補助金全額を変換対象としたことには納得しかね

　　る。全額返還を要求すればこうした結果になることは

　避けられず，VC0の基盤組織への支援が感じられな

　い，とのことである。また，THCENに関しても，新

　LAAの導入による資金環境の変化もあるため今後の

　継続は不透明ではないか，といわれている。

（54）2008年3月1日のC㎝sultant　to　the　not－for－pro丘t　and

　vo1mt町sectorの提供資料（出所は＾LBT且PIocurement

　Str3tegy　06－08”）による。なお，2006年度のLBTHの

　歳入額は，政府からの補助金がユO億5，400万ポンド，

　税収（oo㎜ci1tax）が6，200万ポンドとなっており，歳

　出内訳は以下の通りである。Cu1値エal，Enviro㎜ental

　and　Plaming：£1！0，Education＝£326，Highways，

　Roads　き㎜d　Transpo廿＝£27，Housing＝£3ユ4，SociaI

　Services1£156，Central　Sen∫ioes：£35，CoTporate　and

　Democratic　Sewices＝£22，Other　Costs　and玉ncome＝

　　£125．（LBTH2007）
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　　　査定の段階（A昌昌essment　Phese）

サービスの確定（Id日ntifind昌ewioe昌〕

利害関係者との連携（Enga釦g昌t且keho1der昌）

サ」ビス評価（Appr且i昌ing昌。rvico昌）

ブロジニ亡クド・チームの設置

　　　　　　　（E昌t且bli昌hing　a　Projoot　Team〕

プロジェクト計画の作成（P■oduoing呂projootp1目n〕

調達委員会からの承認

　　　　　　　（Appm田1from　the　Proou■ement　Bo虹d〕

契約後の段階（Post　Cont胞。tPhase）

契約管理（M目n且gingtheoontraot）

実施管理（M邑n且由ng　perform且noo〕

利用者への対応の管理（M且mging　o1iont　interf且。e）

論争点の解決（Re昌。1ving　di昌puto呂）

サービスのレビュ］（Reviowing昌。rvioo畠）

　　　　　申請の段階（TenderingPhase）

委託機会の公表（Pub1ioi畠ing　oommi日昌ioning　opportuni士y）

“Opo皿D且y」’の開催（HoId三ng且n’Op日nDay！）

予想される提供者の確認（Identifying　pro呂p㏄tive　provider呂）

最終候補者のリストアップとインタビュー

　　　　（Short1i畠ting目nd　into■viewing　P工。呂p日。tive　pmvider昌）

契約の締結（Aw肛ding　the　oont岨。士）

（出所）LBTH（2005〕をもとに筆者作成

因8 コミッショニングの実施基準

＼

利用者および提供者の視点から

　　の二］ズーアセスメント

＼

サービスおよびプロセスの

モニタリングとレビュー

↑ ↓

労働および市場の開発計画 サービスの計画と予防策

＼ ノ

既存資源の利用を含めた委託

　　　　　プロセス

サービス委託の効果的な方法の

　　　　　　　決定

（出所）Coηsu1tantto　thenot一向r－pro角t㎜dvol㎜tary　sectorの提供資料をもとに筆者作成

　　　　　　　　　　　　　図9　コミッショニングのブ□セス
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自治体の委託部門による

“Servioe　outline”の作成

共同の評価（インパクトおよび

フィードバック，学習など〕

“Servicoou古ユine’’のサー

ド・セクターへの配布と広報

利用者の視点に立った共同で

　　のモニタリング

値段，提供方法，マネージメン
トの調整などを含めた正式の

　　　契約を締結

係の構築

受’託希望組織に対し，質問用紙など
を含めた“App1ic且tion　paok”の

　　　　　配布

自治体による委託のための
　“oponday”を含めた
“guidance＆昌uppo■t”の提供

サービス提供者の決定
最終候補者への事前の基準

　　　の提示

実施測定やサービスの明細設計書に

　ついて最終候補者との協議

（出所）Consultant　to　the　not一おr－p・oBt　md　vo1untaW　sectorの提供資料をもとに筆者作成

　　　　　　　　図10　コミッショニングの循環モデル

る（55〕。小規模な団体にとっては，コミッショニ

ングのプロセスはわかりにくく，．たまたまその機

会を聞いて知るという程度である。コミッショニ

ングにおける申請書の提出なども官僚的であり，

VCOにとっては時間や労力のかかるものとなっ

ている。また，資金は原則として後払いであるた

めに，手持ち資金がない組織ではコミッショニン

グの段階に進めない。さらに，コミッショニング

は1～3年の短期的なものであるとともに，次年

度における事業継続の可能性についても不透明で

あり，3月の段階でわからない場合も多く，その

時点でスタッフの雇用継続を打ち切らざるを得な

い事態になるともいわれている。このような，コ

ミッショニングにおける小規模組織のスタートラ

インからのハンディをなくす努力が必要であり，

図10のようなより多くのVCOに開かれたシステ

ムづくりが求められている（50〕。

　コミッショニングの評価に関．しては，四半期ご

とのレポートの提出とともに，最終的には，当初

の目標が達成されているか，どのように成果が出

ているか，などの評価がなされるが，それらが達

成できず，資金を戻さなければならなかった例も

みられる。評価は，LBTHの各部局および外部コ

ンサルタントによって行われるが，部局によって

（55）　2008年3月4日のCommun吋Organisation　Formに

　おけるCapacity　Bui1di㎎Manageエペのインタビューに

　　よる。

（56）　なお，小規模組織に対しては補助金というかたちで

　の資金援助が主であるタワー・ハムレッッ区では，今

　後は，委託契約のように使途を決めず，目標数値だけ

を決めてあとは委ねるといった，委託契約と補助金の

問に位置づけられるSLA（Selvice　LeveI　Agreement）

のような方法が適用されるのではないかともいわれて

いる（2008年3月1日のConsu1tant　to　the　not－fbr－pro甜

andvolunt岬sectorへのインタビューによる）。
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コミッショニング・プロセスおよび評価の仕組み

が異なるため，全体として透明性に欠けている。

コミッショニングの際のVCOのリストを統一さ

せたいという意向もあり．マネージメント・サー

ビスを提供する民間企業（Exor）に外部評価機関

として委託し，その取り組みも始められてはいる

ものの，部局間の足並みが依然として揃わない状

況にある。

4　考察一タワー・ハムレッツ区にみる地

域戦略パートナーシップのインパクトと

　コミュニティ・ガバナンスの課題

　コミュニティ・ガバナンス（Communi収Govem－

anCe）は，統治（gOVemment）の主体が，中央政

府や地方自治体をはじめとする地域の行政機関の

みに独占されるのでなく，地域に暮らす住民およ

び地域を基盤に活動する民間の多様な組織や機関

によって担われるものであり，間接的な代表民主

制の機能不全を直接的な参加に基づく民主制によ

って補完していくという理念の下に発展してきた

ものである。したがって，ガバナンスにおける重

要な点は，政策運営に関わっていく諸主体が，多

元的かつ重層的なネットワークの下で相互に連

携・協力して問題に取り組み，またそこでの利害

を調整しながら最終的な意思決定を図っていくと

いう点にある。こうしたガバナンスのレベルは多

様であるが，公共的な政策課題への対処という点

では，より身近な生活レベルに根ざしたところで

の実践が効果的なものとなる。生活の場である地

域を対象としたガバナンスには，地方行政レベル

のローカル・ガバナンス（Loca1Goveman㏄）や，

より狭域の近隣レベルでのネーパーフッド・ガバ

ナンス　（Neighbourhood　Govemance）などもあげ

られるが，新しい統治モデルとしてガバナンスの

概念が注目され始めた1990年代半ばの英国では，

労働党ブレア政権の発足によってとりわけコミュ

ニティに焦点があてられるようになり，そのパー

トナーシップ政策の展開はコミュニティ・ガバナ

ンスを念頭に置いたものとして捉えら札る。住民

の二一ズやエンバワーメントヘの着目，優先項目

や説明責任の重視，ネットワークのハイブリッド

性，マネージメントの促進など，コミュニティ・

ガバナンスに依拠したパートナーシップ政策で

は，「サービス提供に必要なインプット（資源）

の確保・運用やアウトプットとしてのサービスの

コスト管理，品質管理」といったサービスの効率

的な供給だけではなく，「サービスのインパクト

としての公共的価値の達成」すなわち「社会全体

のアウトカム」（今井2007：147）を向上させて

いくことがめざさ札できた。

　本稿では，タワー・ハムレッツ区のLSPについ

て検討してきたが，そこでは，①ネーパーフッ

ド・レベルでの人々の参加に基づく二一ズの把握

と優先項目の選定，サービス調整を行うLAP，②

区というローカル・レベルでの大きな課題をテー

マ別に検討し，公的機関を含めた主要な組織間の

予算や優先項目，ターゲットを戦略的に位置づ

け，政府レベルの政策と関連づけていくCPAG，

③パートナーシップ全体のガバナンスを概観し，

マネージメントのイニシアティブを取っていく

PMG，という3つの軸と，それに加えて小規模

なVCOのエンパワーメントを行い，上記3つの

パートナーシップにおける意思決定プロセスヘの

参画を実現させていくCEN，という4つの要素が

循環的に作用しながら，雇用と安全，健康，住

宅，環境など，全体としてのコミュニティの底上

げを図っていくという手法が採られていた。した

がってかかるLSPの目的としては，一つに，コミ

ュニティによる参加，二つに，公共サービスの向

上，三つめに，行政機関（The　Pub1ic　Agencies）

の連携，があげられる。そしてこれに通底する理

念は，LSPのステークホルダーであるコミュニテ

ィが，公共サービスの供給や行政機関に先導的に

関わっていくということである（57〕。

　この点に関して，以下のように示唆されている。

　パートナーシップ政策以前は，各行政機関は別々

に活動していた。PCTは私たちに話しもしなかった。

地方白治体のSocia1Se岬iceとHea1th　Semiceは似通っ

一220一



地域創成研究年報第4号（2009年）

たサービスにもかかわらず，連携していなかった。

警察は，タワー・ハムレッツ区よりもセントラル・

ロンドンをみていた。いま私たちは，この地区の問

題であるということに焦点をしぼっている。例えば，

セントラル・ロンドンの優先項目はTerrorismと

Extremismだが，この区でそれをいうと，ムスリム・

コミュニティを周辺化してしまうことになる。した

がって，これについて警察やセントラル・ロンドン

と話し合い，見方を変えるようになった。ターゲッ

トを確定するのはたやすいが，いったんターゲット

が実行されると，それは警察によってセットされ，

財源は地方自治体によってセットされる。しかしそ

れは警察や地方自治体に基づくものではなく，コミ

ュニティに関わる問題である。…D㏄entralizationとと

もにLocahzationが必要になってくる。De㏄ntraHzation

は予算や優先項目の委譲を意味するが，Loca1ization

はサービスを地域性に見合ったものにしていくとい

うことである。中央政府のいくらかのコントロール

はなおあるが，それは区全体の一般的なサービスに

還元されるものではない。区の東部にあるBethna1

Green（LAP1）はBMEの比率が高いし，若者の比率

も高い。しかし，隣の地区（Bow）は高齢者と白人

の比率が高い。このような2つの異なるコミュニテ

ィに同じサービスを提供できるものではない。…タ

ワー・ハムレッツ区は，シティに隣接し，ドックラ

ンズのカナリー・フーフや病院，大学などもあって

雇用率は高く，多くの仕事がある。しかしここに暮

らす住民は，こうした仕事に就けない。失業間題は，

常に十分な仕事がそこにないことを意味するが，こ

こには仕事はある。しかし，その仕事に就けない人々

（work1essness）がいるということが，大きな問題で

ある。

〈2008年3月3日，Tower　Ham1ets　Par㎞ershipの

Directorへのインタビューより〉

タワー・ハムレッッ区にはロンドンの他の地域

とは異なる固有の問題がある。バングラデシュや

ソマリア，中国をはじめ，近年ではポーランドな

ど，世界からの移民コミュニティが多数存在して

おり，！00以上の言語が話されている。そしてそ

のような人々はまずタワー・ハムレッツ区にやっ

てくるが，仕事がみつかり健康状態が改善する

と，外に出て行く。つまり，このような人口の流

出入が激しく，失業し健康状態が貧しい人々が絶

えず新たに流入してくる，という問題に対処して

いかなければならない。地域で暮らす人々の生活

を改善するためには，公共サービスの提供主体と

して大きな役割を担っている行政機関の連携とと

もに，それをコミュニティの人々や組織と関連さ

せ，目標をともにして協働していく（CO－

teminuS）なかで，大規模な行政機関と個々のコ

ミュニティとの問のギャップやコンフリクトを埋

めていくことが必要である。したがって，その中

間にあって，それを試みようとしてきたのが，タ

ワー・ハムレッッ区のLSPなのである。

　もっとも，LSPは政府によって提起されたフレ

ームワークであり，それぞれの地域ではこれまで

も身近な問題解決に向けた協働の取り組みは存在

してきた。

　パートナーシップ政策の以前からネーパーフッ

ド・マネージメント（neighbourhood　management）の

ような活動はあった。LSPの現ディレクターはかつて

この活動をしており，ここ（Bow　Po1ice　Stationの2階

・・ M者）から上にあがり，LSPのチームとともにここ

から活動を始めた。私たちはパートナーシップ政策

のようなものとして活動していなかった。まさに問

題解決の活動だった。CPAGのテーマになっている4

項目は，まさに私たちの活動が反映されたようなも

のである。

〈2008年3月7日，Poplar　HARCA（Housing　Associa廿。n）

のArea　Director（LAP6の運営委員）へのインタビュ

（57）THPのDirectorは，住民の二一ズを汲み上げ，それ

　に見合ったサービスをコミュニティとともに設計して

　いく活動を。o－productionとしている（2008年3月3

日のTower　Ham1ets　Pa血ner昌hipにおけるDirectorへの

インタビューによる）。
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一より〉

　しかし，第1章でみたように，LSPが，こうし

た草の根の活動を取り込むかたちで政策化され，

中央政府のイニシアティブの下で機能することに

対しではいくつかの批判がある。そ札らについ

て，タワー・ハムレッツ区の事例を踏まえた上で

検証してみると，以下のように再整理できる。

　まず，第一の，代表の民主的正当性および責任

の所在の曖昧性という問題に関してである。パー

トナーシップである以上，複数の主体によって運

営されるがゆえに，最終的な説明責任を誰が担う

のかが不明確となる。それは要するに，誰が意思

決定をするのかということと関わっている。

　人々は，資金がどのようになっているのか，ま

た，自分たちの声が届かない高いところで意思決定

されることにフラストレーションを感じている。彼

らは会合に継続して参加し，彼らが考える優先項目

を話しても，最終的には他の誰かが決定するので，

会合にも来なくなってしまう。

く2008年3月4日，BromIey　by　Bow　C巳ntreの医師

（LAP6の運営委員）へのインタビューより〉

　LAPは，個々の住民の声や草の根の活動を反映

する役割を担っているが，そこへの参加が必ずし

もLSP全体の意思決定につながっているわけでは

ない。また，パートナーシップが直接的な参加を

保障するものであるとしても，全住民を包含する

ことは容易ではなく，そこでの参加者が本当に住

民を代表しているのかという点についても疑問が

残る。移民の多いタワー・ハムレッツ区では，そ

の多くが英語を話すことも読むことも困難であ

り，会議への参加どころかコミュニケーション自

体が成り立たないという問題も抱えている。

　LAPでは個々の住民と協働できない。それは，LAP

の会合に出る住民によって常に形成される。周辺化

された人々のほとんどはLAPの会合を知らない。サ

ービスの本当の二一ズを持っている人々の声は排除

され孔排除されているグループやボランタリー組

織は，必ずしも能力を持っていないし，LAPやLAPの

会合などに行く情報も持っていない。また，誰が彼

らを代表するのかというメカニズムも知らない。

く2008年3月4日，C㎝1munity　Organisation　Forumの

CapaoityBuildingManagerへのインタビューより〉

　したがって実際の意思決定は，より高次の理事

会や運営委員会で行われることになり，そのメン

バーが個々の住民やコミュニティを代表しきれて

いるかという点が重要となる。こうしたメンバー

は，住民による直接的な選挙で選ばれるわけでは

ない。しかし，前述した代表民主制の不完全さに

示されるように，住民によって選出された場合で

も，それが住民やコミュニティにフィードバック

されなければ意味をなさない。したがって，民主

的な代表性を確保していくチャンネルをどのよう

に用意していくのかが課題となる。

　第二に，中央政府の設定する項目と地域の二一

ズとの間の緊張関係に関してである。タワー・ハ

ムレッツ区におけるインタビューのなかで多くの

意見として出されていたのは，当区のコミュニテ

ィがいかに多様であり，そこでの人々が何を求め

ているのか，どのような問題に直面しているの

か，そしてどのような草の根の活動が行われてい

るのか，といった現実をまず知ることが重要であ

り，そこには，コミュニティ・プランやパートナ

ーシップの活動がどのようなものであるかさえ理

解していない人が多数存在しているということで

ある。もっとも，前述したように，こうした点を

克服するために，すでに存在していた草の根の活

動を取り込みながらLSPが組み立てられてきたの

であるが，政府文書と草の根で起こっていること

とのギャップはなお大きく，これまでもコミュニ

ティにおいて独白の活動に取り組んできたものか

らすれば，実践レベルでのLSPのインパクトはほ

とんど感じられないというのが実情である（5呂〕。

したがって，LSPがリーダーシップやマネージメ

ント・スキルを発揮しながら，いかにサービスを

向上させていけるかが鍵となる。
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　第三の，時間と労力の多大な消費に関してであ

るが，パートナーシップが網の目的に複数にわた

って存在していると，それに関与するコミュニテ

ィの代表にとっては，会議への参加や書類の作

成，コミュニティとの橋渡しなど，パートナーシ

ップに伴うかなりの負荷がかかるものとなる。会

議自体においても，参加組織の意見調整にはかな

りの時間を要する。

　中央政府による！98のターゲットの下で，地方自治

体や警察，PCT，住民，VCSとパートナーシップを組

み，トップ35のターゲットを確定する。どの機関も

彼らの優先項目がトップだと考えるため，このプロ

セスは大変複雑で長期にわたる。

〈2008年3月3日，Tower　Ham1ets　Partnershipの

Directorへのインタビューより〉

　また，パートナーシップ間の連携が十分に機能

せず，LAPとCPAGが同様のプロジェクトに資金

を費やしているという問題や，区全体を対象とす

るCPAGとネーパーフッドおよびコミュニティ・

レベルで活動するVCOとの離歯吾という問題もみ

られている（50〕。

　第四は，第三の問題とも関わるが，LSPに対す

る業績指標の提示や達成目標の設定，モニタリン

グ，評価，成果に基づくランク付けなど，中央政

府からの資金に付随する様々なオブリゲーション

による手続きの煩雑化，会議の要請や書類の作成

業務などに追われて，それらをこなすことが最優

先となり，いわゆる「官僚制の逆機能」（R．K．

Me廿。n）に陥るという点である。それは，地域の

問題解決ではなく，政府資金獲得のためのパート

ナーシップという目的と手段の逆転現象が生じる

ことへの懸念を伴う。

　委員会は，コミュニティにおける本当の問題の解

決を阻んでいる。水曜の夜8時に会議に出なければ

いけない，火曜の朝11時から会議，なピ慢性化し

ている問題が解決できないで，委員会のためになっ

ている。パートナーシップは問題を解決するための

手段であるはずなのに，うまくいっていない。…お

金がコミュニティ・レベルにダイレクトに入ってく

れば草の根で活動できる。人と人との間にパートナ

ーシップを設けて，貧困の問題だけでなくいろんな

問題をインテグレートできるようになるのに，皮肉

である。

〈2007年3月6日，Bromley　by　Bow　CentreのDirector

へのインタビューより〉

　中央政府や地方白治体からのある特定の発議

（initiative）に関する協議（consu1tation）期間が3週

間である場合，どのような効果的なものができるの

か。…それはPaper　Exerciseではないか。単に用紙に

書かれた箱の中にチェックして，協議しましたと政

府に報告するだけなのか。それゆえ，好ましい意見

を得られると考えるグループや諸個人を選ぶことに

なってしまう。

〈2008年3月4日，Community　Organis3ti㎝For口mの

CapacityBuildingManagerへのインタビューより〉

　LSPがコミュニティの戦略としてボトムアップ

の理念を掲げてはいるものの．実際には，政府の

資金提供に伴うリスク・マネージメントとして

LSPが位置づけられている側面は強い（o口〕。住民

や各組織の代表がテーブルにつくというフォーマ

ルな会議のなかで，主流となるサービスの決定と

そのための資金の獲得が主目的となるとき，その

意思決定には政府に通じるところの力関係が反映

されるのは自明である。

（58）　この点について，BIomleybyBowCentreのDirector

　は，「L〃のミーティングには顔を出すが，キーには

　なっていない」（2007年3月6日のインタビューよ

　　り）とし，St．Ma正g3ret昌HouseのDirectorも，「LAP

　に関わってはいるが，それが始まったからといって何

　の影響力もない」（2007年．3月7日のインタビューよ

　　り）と述べている。

（59）　2G08年3月7日　のPoplar　HARCA（Housing

　A呂sociation）における～ea　Dir已。to。（LAP6の運営委

　員）へのインタビューによる。
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　問題は，パートナーシップ政策が、官僚的に上か

ら決められていることである。あらゆることが，地

方自治体やPCTに通じている。…したがって，柔軟性

はあまりない。優先項目あるいは基準を決めるのは，

サービス提供のための資金を得たいからである。そ

して最終的にはそのプロジェクトがメーンストリー

ムであることを保証しなければならない。多くの結

果がPCTのような大きなプロバイダーに戻っていく。

〈2008年3月4日，Brom1ey　by　Bow　Centreの医師

（LAP6の運営委員）へのインタビューより〉

　このような状況の下では，具体的な実践のなか

で，住民や他の組織と地道に合意を取りつつ連携

していくような草の根活動の意義は，ほとんど失

われてしまうことになる。

　第五の，中央政府による新たなコントロールと

いう問題は，以上の諸点とも関連している。上述

したようにLSPの理念としては分権や自治が掲げ

られながらも，その内実は，「あくまでも全国的

に設定された基準と政策的な優先順位の枠内」

（今井20081136）での権限委譲である。そこで

のプロジェクトには必ず評価が伴い，目標が達成

されて成果があがると，その報償として資金と自

由裁量が与えられる。それは結局のところ，政府

によって「舵取りされた」（今井2008：136）白

治と分権に過ぎない。

　4つのブロックを中央政府が決めていることに対

し，地域の実情に応じて4つのブロックを決めては

どうかという話が出ている。そうなれば，また中央

政府と地方自治体が交渉して同意を得なければなら

ないし，仕組み自体は変わらずそれに拘束される。

中央政府の指示に沿って地方自治体は動かなければ

ならない。

〈2007年3月8日，London　Borough　of　Tower　Hamlets

のPartnership　Suppo血Team　O箭。erへのインタビュー

より〉

　要するに，分権化と集権化が「諸刃の刃」とな

りながら，より精織化・巧妙化された統制へとシ

フトしてきているということである。

　以上に加え，第六として．資源の不足という問

題があげられる（Bai1ey2003，Geddes2006）。LSP

やLAAに対する予算は，政府予算全体からみる

とわずかであり，独自予算を持たない組織にとっ

ては，わずかな資金を獲得するためのツールとし

てパートナーシップヘ参入するというインセンテ

ィブは働くが，上で見てきたような舵取りのなか

で方向性がある程度決まっている状況では，意思

決定における疎外感は払えず，義務的業務の負担

が増えるのみという結果にもなりかねない。

　例えば，ここで大変成功しているExercise　Program

があり，300人が参加している。年間25，OOOポンドの

活動費用をLAPから得ているが，設備などを購入す

るには少なすぎる。資金提供は2年間で終了するの

で，大きな組織なら新しいプロジェクトを継続で

き，それをメーンストリームにすることができる

が，小さな組織の活動をメーンストリームにするの

はたやすいことではない。資金の大多数は，警察や

PCTに戻っていく。地域でプロジェクトを行っている

VCSへの実際のインパクトは，小さな比率でしかな

い。

〈2008年3月4日，Brom工ey　by　Bow　Cen血eの医師

（LAP6の運営委員）へのインタビューより〉

　パートナーシップが資金に裏付けられることに

よって，それを獲得することが最優先され，地域

の二一ズよりも資金を獲得しやすい項目への関心

が集中するとともに，小規模な組織にとっては，

（60）　タワー・ハムレッッ区でLSPが設立されたとき，

　　「24時間以内に23ものリスク・マネージメントの委員

　会ができたほど」であり，いまもPMGやCPAG，LAP

　の下にサブ委員会がいくつもあり，「以前はこんなこ

とはなかった」と言われている（2007年3月6日の

BT0mley　by　Bow　C㎝treのDireotorへのインタビュ」

による）。
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長期的な視野からみた活動の継続が困難であると

いうハンディを抱えることになる。

　したがって第七として，VCS内の組織問の競合

と分極化があげられる。従来，VCSへの活動助成

とされてきた単年度の補助金は，今後は3～4年

スパンでの委託契約に伴う資金へと移行し，そ札

がコミュニティ・プランにも反映されるような持

糸売一性を持ったものとしていくことが検討されてい

る記1）。

　かつては補助金で申請書を提出していたが，補助

金ではサード・セクターの継続性という点では助け

にならない。また，アウトプットがあってもアウト

カムが出ない。例えば，トレーニング・セッション

に20名が来たというアウトプットよりも，実際にこ

うした人々が何を学び，その学びから何ができた

か，というアウトカムを知りたい。

＜2008年3月3日，Tower　Ham1ets　P航nershipの

Directorへのインタビューより〉

　委託契約では．政府の戦略に関与し得る大規模

な組織が有利になることは間違いない。これま

で，政府とは一定の距離を保ちながら社会の問題

に対して自主的に取り組み，公共的なサービスの

提供のみならず啓発や運動も展開してきたVCS

が，公共サービスの受託者として政府主導のLSP一

に組み込まれることにより，その自立性の喪失

（Tay1or2001）や，資金獲得をめぐってVCS内で

の亀裂が生じるという事態も懸念される。

　以上，大きく7つの項目に類型化してパートナ

ーシップ政策をめぐる問題をみてきたが，その根

底にあるのは，パートナーシップがコミュニテ

ィ・ガバナンスを理念としながらも，現実には政

府の資金提供に基づく公共サービスのマネージメ

ントといった色彩が強く，優先項目の設定やアウ

トカムの評価などを通じてコントロールされてい

ること，したがって，コミュニティの多様な主体

が連携してそこでの二一ズを汲み上げていくとい

う以前に，政府のイニシアティブが意思決定を方

向づけることになり，結果としてコミュニティの

声を遠ざけてしまっているということである。

　もっとも，ここでのパートナーシップは文字通

り「戦略」であり，地域の草の根レベルでの「連

携」というよりもむしろ，トップレベルでの「合

意」として理解すべきであろう。つまり，警察や

PCTなど政府資金を独自に有している組織が，活

動の場である地域に見合わせて，相互に話し合い

計画を立て，公共サービスの調整を行うことによ

って，サービス提供における重複や無駄を避け，

資金の効果的な利用と問題への迅速な対応を図っ

ていくためのフレームワークなのである。したが

って，パートナーシップは，従来，相互に連携の

取れていなかったこうした組織が手を組み，資源

や情報を共有していくという点で，基本的にはロ

ーカル・レベルでの政府間関係の構築として捉え

られる。そしてそのような関係に加えて，地域で

活動しているVCSがパートナーシップの同じテー

ブルにつき，地域住民に情報提供するなかで，そ

こでの意見をフィードバックさせ，サービスの向

上をめざしていくというものである。・

　LAPは必ずしも代表性や選挙に関するものではな

く，そこに住んでいる人々が地域（1㏄a1）のサービ

ス提供者と対話する場として捉えている。地域の医

師やYouth　Worker，Housing　O冊。erなどがやって来

て，地域のパフォーマンスのデータや協議のデー

タ，財政のデータなどの情報を与える。人々は，情

報を得て，その地域の優先項目を何にするかという

選択をすることができる。

〈2008年3月3日，Tower　Ham1ets　P航nershipの

Directorへのインタビューより〉

　パートナーシップによってコストの削減とリス

ク管理が整備され，地域の優先項目が明確になれ

（61）2007年3月8日のLondon　Borough　ofTower　Ham1ets

　におけるPartnership　Support　TeamのO描㏄rへのイン

タビューによる。
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中西典子 ロンドン・インナーエリアにおけるコミュニティ・ガバナンスの実相

は，よりサービスを効果的に提供することができ

る。さらには，地域の優先項目に見合ったプロジ

ェクトを立ち上げ，資金を獲得していくことによ

って，協働が拡大していく。この意味では，パー

トナーシップは戦略でありかつシステマティック

であるべきといえる。

　参加の仕方は，協議会に名前を連ねてそのメンバ

ーになっているというようなものではなく，もっと

戦略的に意見を言うものである。…中央政府から地

方自治体に下りてくるお金をもらうためにはLん～に

署名しなくてはならないが，タワー・ハムレッッ区

全体の問題どこの地域の問題とがかみ合わないこと

があり，草の根レベルの問題を提示していかない

と，それが政策に反映されない。だから，口出しし

ていかなければならない。…運営委員会の中でどう

いうことが話し合われているかを知っておくことが

必要であり，その意味で，この枠組みの中に入り込

んでいくことは大切である。…枠組みの中に入って

いて実際に仕事をして役に立っていると有利に働

く。…いろいろ話を聞くと，自分たちの意見は全然

反映されていないという人々は，そういう場に出て

いない。

く2007年3月7日，Age　Concem　ToweエHam1etsの

ChiefExecutiveへのインタビューより〉

　そしてこうした戦略のなかに積極的に入り，相

互の協力をとりつける努力を怠らないことが，草

の根で活動する組織にとってもその存在を認知さ

せ，有利な方向をつくっていくことにつながる。

　しかし，全ての住民や組織がこのようにアクテ

ィブなわけでは決してない。戦略的パートナーシ

ップにおいては，組織の実力あるトップ層が全体

的かつ公平な視野からリーダーシップを取ってい

くことが求められるが，そのためには声にならな

い声を代弁していくことのできるようなチャンネ

ルが整備されていなければならない。

例えばイスラム系女性で，夫以外の男性の前で話

をすることができず，彼女たちの意見が再生プログ

ラムになかなか反映されない場合，2世か3世の若

いイスラム系女性を雇って，高齢の女性の声を聴い

てもらったりする。

〈2007年3月7日，Age　Concem　Tower　HamIetsの

ChiefEx㏄utiveへのインタビューより〉

　こうした取り組みは，コミュニティを把握し得

る草の根の活動からでしか達成できない。コミュ

ニティにどのような人々がいるのかを知らなけれ

ば，そこでの問題も認知できないのである。

　私たちは，教育も健康も，道路も交通機関も，何

のサービスも提供していない。私たちが行うことは，

人々をつなげることで，ゆえに私たちは機能してい

る。…私たちは現実の犯罪よりも犯罪の恐怖により

関心を持っている。人々が，住んでいるコミュニテ

ィを信頼していれば，犯罪の恐怖は減少する。

く2008年3月7日，Pop1ar　HARCA（Housing

Ass㏄iation）のArea　Director（LAP6の運営委員）へ

のインタビューより〉

　地域戦略パートナーシップは．資金という紐付

きではあるが，そのマネージメントが全てではパ

ートナーシップは成り立たない。わずかな資金に

依存し，その獲得のために多大な時間や労力を費

やすだけのものでは．パートナーシップは絵に描

いた餅でしかない。時限付きの資金が途切れて

も，コミュニティの持続的な発展を支えていける

足腰を常に鍛えておくことが必要であり，その内

実は人々の日常的なつながりに他ならない。パー

トナーシップが，そのような人々の顔の見える関

係に基づく信頼を築いていくものとして役立つの

であるならば，コミュニティ・ガバナンスヘの展

望もまた見いたせるだろう。

　分権改革は，中央政府から地方自治体への権限

委譲，そして地方自治体からコミュニティヘの権

限委譲として捉えられるが，本来のそれは政府の

責任を回避するためのものでも，財源の制約のな

かで公共サービスを民間に丸投げしていくための

ものでもない。コミュニティ・ガバナンスは，コ
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ミュニティの多様な意見を余すところなく拾い上

げ，それを正当に協議し調整していける能力が問

われる政治の場である。それによって，コミュニ

ティ・ガバナンスが名ばかりのものでなく，文字

通りガバナンスとして実質化されるのである。し

たがってそこでは，権限の委譲先として真にふさ

わしいものであるかどうかの審判が同時に下され

ることになる。パートナーシップは，開かれたコ

ミュニティ・ガバナンスの一つのツールであり，

それがシステム化されていることによって，他者

との協力体制はより構築しやすいものとなる。パ

ートナーシップが政府によってコントロールされ

ているのであれば，逆に，パートナーシップによ

って政府をコントロールし返していく道もまた用

意されているということである。政府の責任は，

そのような政府を選んだ人々の責任でもあり，コ

ミュニティ・ガバナンスが正当に機能することに

よって，政府の真価もまた問われることになるの

である。

　　　　　　　　〈付　　記〉

　本稿は，科学研究費補助金の基盤研究（C）「地

方分権化時代における地域的アクターおよびロー

カルガバテンスの可能性に関する研究」（課題番

号：17530370）（代表者：中西典子），および同

補助金の基盤研究（C）「ボランタリー団体の事

業化と地域コミュニティの変容に関する国際比較

研究」（課題番号＝ユ8530372）（代表者：清水洋

行）に基づく研究成果の一部である。なお，タワ

ー・ nムレッツ区の調査は．上記研究において

2007年3月および2008年3月に共同で実施し，同

区内の9つの機関への訪問を含め，計22名からイ

ンタビューの協力を得られた。
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